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お詫びと訂正

「調査レポート２０１５年１２月号（№２３３）」の記事の内容に誤りがありましたので、ここにお詫

び申し上げますとともに、下記のとおり訂正させていただきます。

３２ページ 「主要経済指標（５）」預貸金（国内銀行）

・北海道 貸出（２７年９月）

（誤）６４，６８８億円 → （正）９４，６８８億円
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道内景気は、緩やかに持ち直しているものの、一部に弱い動きがみられる。

需要面をみると、個人消費は、大型小売店販売額が前年を上回るなど、緩やかに持ち直し

ているが、乗用車販売の前年割れが続くなど、一部に弱い動きもみられる。住宅投資は、基

調としては前年を上回っている。設備投資は、持ち直している。公共投資は、年度累計では

前年を下回っている。観光は、外国人観光客の増加が続いている。輸出は、EUや中東向け

などが増加した。

生産活動は弱含みで推移している。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善が続

いている。企業倒産は件数、負債総額とも増加したが低水準が続いている。
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軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 
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（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

①百貨店等販売額～７か月連続で増加

１０月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋２．９％）は、７か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋０．１％）は、その他の品

目が前年を上回った。スーパー（同＋３．６％）

は、衣料品、身の回り品、飲食料品、その他

の品目が、いずれも前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋３．８％）

は、２５か月連続で前年を上回った。

②乗用車新車登録台数～１９か月連続で減少

１０月の乗用車新車登録台数は、１２，２８５台

（前年比▲５．９％）と１９か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲０．３％）、

小型車（同▲１．４％）、軽乗用車（同▲１４．３％）

が、いずれも減少した。

４～１０月累計では、９７，８８６台（前年比

▲５．４％）と前年を下回って推移している。

普通車（同＋３．８％）、小型車（同＋２．６％）

は前年を上回っているが、軽乗用車（同

▲２０．０％）が前年を下回っている。

道内経済の動き

― １ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年１月号
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その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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③札幌ドーム来場者～３か月ぶりに増加

１０月の札幌ドームへの来場者数は１５９千人

（前年比＋５４．３％）と３か月ぶりに前年を上

回った。内訳はプロ野球が１４７千人（同

＋８７．５％）、その他が１１千人（同▲９．６％）

だった。プロサッカーは試合開催が無かっ

た。

試合数はプロ野球が４試合（前年差＋２試

合）、プロサッカーが０試合（同▲１試合）。

１試合あたり来場者数は、プロ野球が３６，８７３

人（前年比▲６．２％）だった。

④住宅投資～７か月ぶりに減少

１０月の新設住宅着工戸数は、３，３１３戸（前

年比▲３．１％）と７か月ぶりに前年を下回っ

た。利用関係別では、貸家（同＋５．０％）、持

家（同＋４．５％）は増加したが、分譲（同

▲５３．３％）が減少した。

４～１０月累計では、２３，００１戸（前年比

＋８．７％）と前年を上回っている。利用関係

別では、持家（同＋３．３％）、貸家（同

＋１２．８％）、分譲（同＋１．７％）が、いずれも

増加している。

⑤建築物着工床面積～４か月連続で増加

１０月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１６８，８９８㎡（前年比＋４６．０％）と４か月連続

で前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋９１．８％）、非製造業（同＋４２．０％）とも前

年を上回った。

４～１０月累計では、１，２９４，３５９㎡（前年比

＋４．５％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲３４．５％）は前年を下回って

いるが、非製造業（同＋９．４％）は前年を上

回っている。

道内経済の動き

― ２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年１月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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（資料：法務省入国管理局）

⑥公共投資～９か月ぶりに増加

１１月の公共工事請負金額は、３４３億円（前

年比＋３６．８％）と９か月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、北海道（前年比▲４１．３％）、

国（同▲３５．５％）は前年を下回ったが、市町

村（同＋２９．３％）が前年を上回った。また、

その他機関による大型工事の発注があった。

４～１１月累計では、請負金額６，５８９億円

（前年比▲１３．９％）と前年を下回って推移し

ている。

⑦来道客数～１２か月連続で増加

１０月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，１５４千人（前年比＋３．９％）と１２か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、JR

（同▲６．６％）は前年を下回ったが、航空機

（同＋４．８％）、フェリー（同＋０．７％）が前年

を上回った。

４～１０月累計では、７，９８４千人と前年を

３．３％上回っている。

⑧外国人入国者数～３３か月連続で増加

１０月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、９５，９３６人（前年比＋３０．４％）と３３か月連

続で増加した。４～１０月累計では、６５５，１６７

人（同＋３６．４％）と前年を上回って推移して

いる。

１０月の新千歳空港国際線の輸送旅客数は前

年に比べ４４．３％増加した。路線別では、台北

線、香港線、ソウル線などが増加した。

道内経済の動き

― ３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年１月号
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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⑨貿易動向～輸出は２か月ぶりに増加

１０月の道内貿易額は、輸出が前年比１０．５％

増の４７０億円、輸入が同２０．１％減の９１２億円

だった。

輸出は、鉄鋼や船舶が増加し、２か月ぶり

に前年を上回った。輸入は、原油及び粗油や

石油製品などが減少し、３か月連続で前年を

下回った。

⑩鉱工業生産～２か月連続で低下

１０月の鉱工業生産指数は９３．０（前月比

▲０．４％）と２か月連続で低下した。前年比

（原指数）では▲４．６％と４か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、金属製品工業、

石油・石炭製品工業など１０業種が上昇した

が、一般機械工業、電気機械工業など６業種

が低下した。

⑪雇用情勢～改善が続く

１０月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は１．０２倍（前年比＋０．１２ポイント）と６９か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比４．８％の増加とな

り、２か月ぶりに前年を上回った。業種別で

は、卸売・小売業（前年比＋９．２％）、医療・

福祉（同＋５．４％）、サービス業（同＋６．６％）

などが増加した。

道内経済の動き

― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年１月号
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⑫名目賃金指数～２か月ぶりに低下

９月の名目賃金指数（規模５人以上）は、

現金給与総額が８４．８（前年比▲３．０％）とな

り、２か月ぶりに前年を下回った。現金給与

総額のうち、きまって支給する給与は９８．０

（同▲３．０％）となり、８か月連続で前年を下

回った。

⑬倒産動向～件数、負債総額とも増加

１１月の企業倒産は、件数が１５件（前年比

＋７．１％）、負債総額が２８億円（同＋１５．４％）

となった。件数は２か月ぶりに増加、負債総

額は２か月連続で前年を上回った。

業種別では、建設業、サービス・他がそれ

ぞれ４件などとなった。

⑭消費者物価指数～７か月連続で低下

１０月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０４．４（前年比▲０．６％）と、７か

月連続で前年を下回った。

１０大費目別では、食料（前年比＋３．１％）

など６費目が前年を上回り、住居（同±

０．０％）など２費目は前年と変わらなかった。

一方、交通・通信（同▲４．４％）、光熱・水道

（同▲６．６％）の２費目が前年を下回った。

道内経済の動き

― ５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年１月号
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（年度） 

実質経済成長率  

北海道 全国 

（％） 

（注） １.　全国は内閣府調べ。２７、２８年度は日本銀行政策委員「大勢見通し」（１０月時点）の中央値。 
　　　 ２.　北海道は北海道経済部調べ。２５年度以降は当行推計。 
　　　 ３.　平成１７暦年基準、全国は連鎖価格方式。北海道は固定基準年方式。 
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北海道経済の現状は、緩やかに回復し

ている。来年３月の北海道新幹線・新函

館北斗駅の開業を控え、ホテルの新築・

改装など設備投資が増加している。観光

関連業種も外国人観光客数の大幅増加に

より、好調に推移している。また、住宅

投資は緩やかに持ち直している。

２８年度の北海道経済を需要項目別に展

望すると、個人消費は、雇用・所得環境

の改善が見込まれることから底堅く推移

しよう。設備投資は、医療福祉施設やオ

フィスビル建設が増加し、堅調に推移し

よう。観光関連は、外国人観光客数の増

加や新幹線開業による国内観光客数の増

加も見込まれよう。また、平成２９年４月

からの消費税増税に伴う駆け込み需要が

ある程度景気を下支えしよう。

この結果、実質成長率は１．０％（２７年

度０．７％）、名目成長率は１．９％（同

１．４％）となろう。

平成２８年度北海道経済の見通し

要 約

― ６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年１月号
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１．平成２７年度北海道経済の概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済は、７～９月期の国内総生

産（GDP１次速報値）が２四半期連続のマイ

ナス成長となり、景気は力強さを欠く状況と

なっている。中国や新興国経済の減速が影を

落とし、設備投資の先送りや抑制がみられ

る。個人消費は、食料品の値上がりなどで節

約志向が強まり弱めの動きが続いている。

先行きについては、個人消費は雇用・所得

環境の改善や、公的年金給付率の上昇もあっ

て、徐々に持ち直そう。住宅投資は低金利水

準にあり持ち直し基調が続こう。設備投資

は、円安や原油安などで企業収益が高水準と

なっていることから、増加に転じよう。輸出

は、中国や新興国経済に弱い動きがあるもの

の、アメリカ経済が堅調に推移していること

から、緩やかに持ち直そう。これらのことか

ら、今後の国内景気は緩やかに回復するもの

とみられる。

（２）北海道経済の概況

現状の北海道経済は、個人消費は一部に弱

い動きがみられるものの、持ち直しつつあ

る。設備投資は大型投資が下支えし、総じて

みれば堅調に推移している。また、観光関連

では東南アジア諸国を中心に外国人観光客の

大幅増加が続いている。

今後を展望すると、個人消費は、雇用・所

得環境の改善を背景に持ち直そう。住宅投資

は回復基調が続こう。公共投資は減少となろ

う。設備投資は、エネルギー関連の大型投資

や北海道新幹線・新函館北斗駅の開業を控え

ホテルの新築・改装などが下支えしよう。観

光関連は、外国人観光客の大幅増加が続き好

調に推移しよう。

以上のような経済状況を勘案すると、２７年

度道内経済成長率は、実質成長率０．７％（２６

年度△１．１％）、名目成長率１．４％（同１．６％）

となろう。

２．平成２８年度北海道経済の見通し

（１）国内経済の概要

２８年度の国内経済は、内需では個人消費や

設備投資の堅調推移が見込まれ、また、住宅

投資などで消費税増税前の駆け込み着工が

徐々に顕在化しよう。外需では、海外経済が

総じて持ち直し輸出の増加が見込まれること

から、景気は緩やかに回復しよう。

需要面をみると、個人消費は、雇用者数の

増加や賃金の改善が続くなか、底堅い推移が

見込まれる。また、２９年４月からの消費税率

（８％→１０％）引き上げを控え、年度末にか

けて、駆け込み需要も見込まれる。住宅投資

は金利の低水準が続いていることや、雇用・

所得環境の改善などから増加し、また、駆け

込み着工も見込まれよう。設備投資は、企業

収益が良好に推移していることから、増加し

よう。輸出はアメリカ経済の底堅い推移が見

込まれることや中国経済の減速が落ち着くも

のとみられることから、緩やかに回復しよ

う。

（２）北海道経済の概要

北海道経済は、個人消費や住宅投資の底堅

い推移や、観光関連が好調を維持するものと

見込まれ、低水準ながら総じて持ち直し基調

が続こう。また、消費税率引き上げに伴う駆

け込み需要も、個人消費や住宅投資を中心

に、ある程度見込まれる。ただし、その効果

は前回（２６年４月５％→８％）に比べ引き上

げ率の幅が小さいため、大きな盛り上がりは

平成２８年度北海道経済の見通し
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期待できない。

需要面をみると、個人消費は、雇用・所得

環境の改善により底堅く推移しよう。住宅投

資は、低金利が継続していることや駆け込み

着工が見込まれ、増加基調が続こう。設備投

資は、医療福祉施設やホテルの新増設などが

見込まれ、２７年度を上回ろう。公共投資は減

少傾向が続こう。観光関連は、北海道新幹線

の開業による観光客の増加により好調を維持

しよう。道外からの観光客による需要増加

は、移輸出額を押し上げ道内景気を下支えし

よう。

諸物価の動向をみると、現状はほぼ横ばい

で推移しているが、食料及びエネルギーを除

く物価は前年比プラスが続いている。今後を

展望すると、原油価格は昨秋以来、低下傾向

にあったが来年度にかけて海外経済の回復に

伴い幾分上昇に転じるものと見込まれる。ま

た、アメリカの利上げが実施されると、日米

金利差の拡大により、幾分円安が進むと見込

まれる。これらのことから、輸入物価の上昇

により、国内・道内の諸物価は上昇するもの

とみられる。また、需要の旺盛な観光関連な

どサービス価格についても上昇が見込まれ

る。これらのことから、総じて物価は前年度

を上回ろう。

この結果、２８年度道内経済成長率は実質成

長率１．０％、名目成長率１．９％となろう。

（３）道内総生産（支出側）の動向

（第１表、第２表）

Ａ．民間最終消費支出

雇用環境をみると、高齢化社会に備えた医

療・福祉関連業種のほか、運輸業、建設業、

観光関連業種など、幅広い業種で新規求人数

の増加が続いている。企業側も長年続いた人

員抑制志向から、将来の人手不足に備え人材

確保の姿勢が強くなっている（第４表）。こ

れらのことから、有効求人倍率は高水準が続

こう。

また、所得環境は幅広い業種で人手不足が

深刻化していることから、徐々に改善しよ

う。賃上げ額は小幅ながら、実施する企業も

増加しつつある。また、賞与などで調整する

企業も多い（第５表）。パート・アルバイト

の賃金も上昇傾向にある。

これらのことから、個人消費を左右する雇

用・所得環境は改善が見込まれる。加えて、

消費税増税による駆け込み需要も年度末にか

けて顕在化し、総じて個人消費は底堅く推移

しよう。

この結果、民間最終消費支出は実質成長率

０．８％、名目成長率１．２％となろう。

Ｂ．総固定資本形成

（ａ）住宅投資

フラット３５（長期固定金利の住宅ローン商

品）や住宅ローンの低金利が続いていること

や、雇用・所得環境の改善により住宅購入マ

インドが幾分強まろう。また、消費税率引き

上げ前の駆け込み着工も、ある程度見込めよ

う。利用別にみると、マンションなどの分譲

は、利便性の良い用地の不足から２７年度を幾

分下回るものとみられるが、持ち家は駆け込

み着工からやや増加するものとみられる。

これらを勘案すると住宅着工戸数は、持ち

家が１２０百戸、貸家が１８８百戸、分譲が３５百

戸、給与（社宅）が３百戸、合計で３４６百戸

程度となり、２７年度実績見込み（３３８百戸）

を８百戸程度上回ろう（第１図）。

この結果、住宅投資は実質成長率１．１％、

名目成長率２．１％となろう。

平成２８年度北海道経済の見通し
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（ｂ）設備投資

新幹線開業や外国人観光客の大幅増加に対

応して、ホテルの新築・改装が引き続き活発

となろう。また、札幌市内では複数の再開発

事業が進行し、それに伴うオフィスビルの新

築などがみられる。

高齢化社会を見越した医療福祉施設の建設

や、輸送用機械メーカーの能力増強投資も見

込まれる。

この結果、設備投資は実質成長率０．３％、

名目成長率１．６％となろう。

（ｃ）公共投資

２８年度の北海道開発予算は、概算要求ベー

スでは２７年度をわずかに上回る額が提示され

た。しかし、国及び地方公共団体の厳しい財

政状況を考慮すると、来年度の公共投資予算

は削減を余儀なくされよう。特段の景気対策

などが実施されない限り、公共投資は減少し

よう。

こ の 結 果 、 公 共 投 資 は 実 質 成 長 率

△３．６％、名目成長率△２．７％となろう。

Ｃ．域際取引

移輸出では、道産品の人気を背景に農畜産

品、魚介類など食料品の出荷が増加しよう。

また、海外経済の持ち直しにより自動車部品

などの出荷も増加が見込まれる。観光関連で

は、北海道新幹線開業により、国内からの観

光客が増加しよう。また、外国人観光客は新

千歳国際空港の早朝・深夜発着枠が拡大の予

定であることや円安傾向にあることから、高

水準で推移しよう（第２図、第３図）。

この結果、移輸出は実質成長率２．６％、名

目成長率 ３．６％となろう。

移輸入では円安や原油価格の上昇により、

輸入額は増加しよう。また、道内需要の持ち

直しや、北海道新幹線開業による道外への観

光客も増加が見込まれる。

この結果、移輸入は実質成長率０．８％、名

目成長率１．０％となろう。

（４）道内総生産（生産側）の動向

（第３表）

Ａ．一次産業

２７年度の農業の耕作部門は、米の作況は良

好で価格も２６年度に比べ上昇傾向となってい

る。畜産部門では、生乳価格の上昇に加え生

産量も小幅ながら増加が見込まれる。２８年度

の耕作部門は平年並みとすると、稲作の収穫

量はやや減少しよう。しかし、北海道産の野

菜などの農産物は需要が強く、生産額では２７

年度を上回ろう。畜産部門は生乳の需要が回

復傾向にあり増加が見込まれよう。総じてみ

れば、農業の総生産は１．５％増とみられる。

林業は、円安による輸入材の値上がりで道産

材が見直されていることや、住宅着工戸数の

増加により回復し、総生産は１．６％増と見込

まれる。２７年度の水産業は台風や暴風雨の影

響により、サケなどの定置網に被害を受け減

少が見込まれる。

２８年度は、サンマなどの漁獲量の減少が懸

念されるが、魚価の上昇により、総生産は

１．０％増となろう。

この結果、一次産業総生産は１．４％増とな

ろう。

Ｂ．二次産業

製造業は、国内景気の緩やかな回復が見込

まれることから、底堅く推移しよう。また、

平成２８年度北海道経済の見通し
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国内・海外で評価が高い加工食品の生産が堅

調に推移し、総生産は２．０％増となろう。建

設業は住宅投資や設備投資は増加が見込まれ

るものの、公共投資が減少することにより、

総生産は２．１％減となろう。

この結果、二次産業総生産は０．２％増とな

ろう。

Ｃ．三次産業

卸・小売業は、雇用・所得環境の改善が続

くことや、新幹線開業による国内観光客や外

国人観光客の増加が見込まれることから、堅

調に推移しよう。また、消費税増税による駆

け込み需要も押し上げよう。運輸業は、道内

景気の緩やかな回復により物流も幾分活発と

なることが見込まれ、底堅く推移しよう。飲

食業などサービス業やホテル・旅館などの観

光関連業種が２７年度を上回るほか、介護・福

祉なども安定した推移となろう。

この結果、三次産業総生産は２．１％増とな

ろう。

（平成２７年１２月３日公表）

平成２８年度北海道経済の見通し
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（第１表）道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２６年度

（実績見込み）

２７年度

（見通し）

２８年度

（見通し）
２６年度 ２７年度 ２８年度

民間最終

消費支出

１１５，３７６

（△０．９）

１１６，１８０

（０．７）

１１７，５９５

（１．２）
△３．５ ０．７ ０．８

政府最終

消費支出

４８，５３６

（１．６）

４９，０５６

（１．１）

４９，５５７

（１．０）
△０．４ ０．９ ０．４

総固定

資本形成

３５，０６６

（０．２）

３５，１０６

（０．１）

３５，０７１

（△０．１）
△１．８ △０．９ △１．１

住宅投資

設備投資

公共投資

４，６９３

（△６．０）

１５，１０６

（４．６）

１５，２６７

（△２．０）

４，９４３

（５．３）

１５，７３８

（４．２）

１４，４２５

（△５．５）

５，０４５

（２．１）

１５，９８５

（１．６）

１４，０４１

（△２．７）

△８．３

２．４

△４．０

４．８

２．６

△６．５

１．１

０．３

△３．６

移 輸 出 ６６，１１６

（２．１）

６８，０７３

（３．０）

７０，５１１

（３．６）
１．０ １．６ ２．６

移 輸 入

（ 控 除 ）

８２，３９３

（△２．２）

８２，９４９

（０．７）

８３，７８７

（１．０）
△３．１ ０．７ ０．８

道 内 総 生 産

（ 支 出 側 ）

１８５，５９９

（１．６）

１８８，２７３

（１．４）

１９１，７５７

（１．９）
△１．１ ０．７ １．０

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

（第２表）実質成長率の増加寄与度
（単位：％）

項 目 ２６年度 ２７年度 ２８年度

民間最終消費支出
政府最終消費支出
総固定資本形成

△２．３
△０．１
△０．３

０．４
０．２

△０．２

０．５
０．１

△０．２

住宅投資
設備投資
公共投資

△０．２
０．２

△０．３

０．１
０．２

△０．５

０．０
０．０

△０．２

移輸出
移輸入 （控除）

０．３
△１．３

０．５
０．３

０．８
０．３

道内総生産（支出側） △１．１ ０．７ １．０

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２８年度北海道経済の見通し

― １１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年１月号
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（第３表）道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２６年度

（実績見込み）

２７年度

（見通し）

２８年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２６年度 ２７年度 ２８年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

７，１２１

５，１９７

２４５

１，６７９

７，１６６

５，２４１

２５８

１，６６７

７，２６４

５，３１８

２６２

１，６８４

２．１

△０．９

０．８

１２．８

０．６

０．８

５．３

△０．７

１．４

１．５

１．６

１．０

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

２９，０４０

２４１

１５，８４７

１２，９５２

２８，９７８

２４４

１５，９２４

１２，８１０

２９，０２９

２４５

１６，２４９

１２，５３５

△０．０

０．７

０．４

△０．５

△０．２

１．２

０．５

△１．１

０．２

０．４

２．０

△２．１

三次産業

卸・小売業

金融・保険・
不 動 産 業

電気・運輸・
サービス業

政府・対家
計サービス

１４９，４１０

２５，８８１

２８，３２７

６５，８７３

２９，３２９

１５２，０７８

２６，３３７

２８，４９０

６７，８３０

２９，４２１

１５５，３１５

２６，８６９

２８，７９３

７０，０１１

２９，６４２

２．２

２．１

１．５

２．８

１．８

１．８

１．８

０．６

３．０

０．３

２．１

２．０

１．１

３．２

０．８

道内総生産

（生産側）
１８５，５９９ １８８，２７３ １９１，７５７ １．６ １．４ １．９

輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費税等を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２８年度北海道経済の見通し

― １２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年１月号
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（第４表）従業員の過不足感（業種別）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�過 剰 ６ ８ ７ － １５ ７ ５ ６ １０ ７ ３ － ２

�適正である ４０ ４２ ３１ ５４ ４１ ４９ ３９ ２７ ６８ ３３ ３２ ２５ ３４

�不 足 ５４ ５０ ６２ ４６ ４４ ４４ ５６ ６７ ２２ ６０ ６５ ７５ ６４

雇用人員判断DI�－� △４８ △４２ △５５ △４６ △２９ △３７ △５１ △６１ △１２ △５３ △６２ △７５ △６２

前年同時期 雇用人員判断DI △５０ △４７ △６３ △１８ △５６ △３０ △５０ △７６ △２１ △３８ △５３ △６７ △５０

※「雇用人員判断」DIは、人員が「過剰とした企業の割合」から「不足した企業の割合」を引いたもの
※（資料）北洋銀行「調査レポート」２０１５年１２月号

（第５表）
定期給与（基本給・諸手当等）の動向

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業

�引き上げ・引き上げ予定 ６２
（６６）

６７
（６６）

５９
（６５）

�引き下げ・引き下げ予定 ０
（１）

－
（１）

１
（１）

�見直しは行わない ２３
（１９）

１９
（１８）

２５
（１９）

�今のところ未定 １５
（１４）

１４
（１５）

１５
（１５）

※（資料）北洋銀行「調査レポート」２０１５年１２月号

特別給与（賞与・期末手当等）の動向
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業

�引き上げ・引き上げ予定 ３６
（３１）

３５
（３３）

３６
（３０）

�引き下げ・引き下げ予定 ６
（６）

８
（３）

６
（６）

�見直しは行わない ２９
（２９）

２４
（２４）

３１
（３１）

�今のところ未定 ２９
（３４）

３３
（４０）

２７
（３３）

（ ）内は前年調査

平成２８年度北海道経済の見通し

― １３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年１月号
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（千戸） 年度別住宅着工数の推移
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（第１図）

平成２８年度北海道経済の見通し

― １４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年１月号
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（万人） 訪日外国人来道者（実人数）の推移
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（第２図）

（第３図）

平成２８年度北海道経済の見通し
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― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年１月号

２００４年４月に、これまで国の内部組織であった国立大学を大学毎に法人化し、各大学が自主

的・自律的に大学運営を行なうことによって教育研究水準の向上を図ることとなりました。

各大学は自己責任の重さをしっかりと認識して、積極的に情報を発信し、国民の理解と信頼を

得られるような国立大学になっていくことが期待されているのです。例えば民間的な収支の発想

では、基礎研究は採算が合わないので縮小すべきとの考えも出そうですが、実はそうではありま

せん。国立大学自身がしっかりと基礎研究の重要性・必要性を認識するとともに、国立大学を支

える国民の皆さんの理解を得る研究活動や教育活動、及びそれらに関する情報発信を積極的に推

進することが強く求められています。これからの大学は国民の皆さんのご理解無しに発展は考え

られないのです。

ノーベル賞の日本人受賞者は２０１５年度までに２４名いますが、そのうち２１名は物理学賞、医学生

理学賞、化学賞という基礎研究分野で受賞しています。１９４９年に湯川秀樹博士が日本人としては

初めてノーベル賞（物理学賞）を受賞しましたが、この受賞は敗戦に打ちひしがれた日本国民に

大きな勇気と希望を与えました。なお、１９４９年から２０００年（２０世紀）までほぼ５０年間の日本人の

受賞者は９名（内、３名は文学賞、平和賞）ですが、２００１年から２０１５年（２１世紀）までの１５年間

で１５名が受賞しています。毎年、一人が受賞した計算になります。勿論、これらの受賞の背景に

は、一部を除き日本の大学の基礎研究があることは言うまでもありません。

国立大学法人化から１１年以上が経過し、国民の皆さんに対する研究活動や教育活動の情報発信

が的確になされているかどうかを検証するのは本稿の趣旨ではありませんが、３０年以上民間企業

で働いていた私にはまだまだ大学の活動に関して、大学からの情報発信が不足していると強く感

じています。勿論、昭和の時代に比べ現在は、情報発信の体制が整備され、発信内容も多様化し

洗練されてきました。しかし、私の様な産学連携の現場では「敷居が高い」「相談してもまともに

相手になってくれない」等の声を、いまだに多く耳にします。

大学は２００８年の教育基本法の改正において、そのミッションとして「研究」「教育」に、新たに

「社会貢献」を加えました。「社会貢献」はどこの大学でも昔から行ってきたごく当たり前のこと

ですが、活動内容は体系的に把握されておらず、ミッションとして明確化していた大学は、特に

国立大学では少数でした。２００８年の教育基本法改正により、現在では本学を含め、ほとんどの大

学が「社会貢献」をミッションとして掲げています。この活動が地域に対してであれば「地域貢

献」という表現になります。

大学と聞けば、大半の人は高校を卒業して進学し大学生、大学院生として勉強するところと思

い浮かべるでしょう。大学を卒業したら、同窓会活動は別にして、改めて母校に足を向ける方は

経営のアドバイス

北海道大学まるごと活用術
― ようこそ知のワンダーランドへ！！ ―

北海道大学 産学・地域協働推進機構
特任教授・人材育成部門長 末富 弘
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経営のアドバイス

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年１月号

少ないのではないでしょうか。確かに勉強するところであれば卒業で一区切りがつきます。何か

用事が無ければ、特に行くことはありません。

本稿では、皆さんがあまり知らない私の勤務している北海道大学の活用法についてお知らせい

たします。内容は私個人の理解で構築したもので、本学の公式見解ではありませんが、国立大学

法人化の考え方の大きな柱に、「民間企業経営の発想導入」があり、その点では全く間違いがな

いと考えております。大学を知って、活用して、理解を深めていただき、大学って地域にとって

役に立つ重要な所だと認識していただければ、私にとっては本望です。

それでは、大学のミッションである「研究」「教育」「社会貢献」の順に説明します。

※ 本稿にあるURLは全て北海道大学及び北海道大学産学地域・協働推進機構のホームページ

から入るのが可能です。ぜひ、お試しください。

※ 本稿の内容については私の主観を除き、全て北海道大学及び北海道大学産学地域・協働推

進機構のホームページから引用しています。

１．研究

（１）共同研究

共同研究は、大学の教職員と企業等の研究者が、契約に基づき、対等の立場で共通の課題につ

いて研究に取り組むことにより、優れた研究成果が生まれることを促進する制度です。企業等に

とっては新製品・新サービスの開発は内容が先端的になればなるほど、人材や設備の負担が大き

くなります。また、開発が失敗するリスクを常に抱えています。大学を活用することにより、そ

れらを低減し推進する可能性が高まります。大学にとっても大学では成しえない研究成果の事業

化を実現してもらうことで、大学の社会貢献として目に見える評価に繋がる可能性があります。

※ 共同研究に関する事項（こんな研究を行っている教職員を知りたい、この教職員とコンタ

クトしたい等）については、ご遠慮なく産学・地域協働推進機構へ電話やワンストップ窓

口にてご相談下さい。

【産学・地域協働推進機構】

http : //www.mcip.hokudai.ac.jp/cms/cgi-bin/index.pl

【ワンストップ窓口】

https : //reg３１．smp.ne.jp/regist/is?SMPFORM=tcl-miqcm-４５６６fd２２a３６a５９e１a６eccb８８fd７２３３０６

○ ご負担いただく経費

・ 直接経費（研究に直接関連する、旅費、消耗品費、設備・備品費等の研究経費）

・ 産学連携推進経費

（本学の産学官連携活動を維持するための経費で、直接経費の１０％相当額）

・ 研究料（企業等の研究者を受け入れる場合のみ。４３２千円／人／年）
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経営のアドバイス
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○ 研究期間：特に制限は無く、複数年にわたって契約をすることができます。

○ 研究成果の取り扱い：共同研究による研究成果及び実施状況等は、原則として公表しま

すが、公表時期及び方法については、企業等と協議の上、あらかじめ契約書等で定めま

す。

○ 税金の取扱い：企業等が大学と共同研究を行った場合において、一定の要件を満たすと

きは、企業等が支出した試験研究費の内の一定の割合に相当する額が、法人税から税額

控除される「特別試験研究税額控除制度」が適用されます。

○ 大学教員への配慮：教員の兼業においては、営利企業における研究開発への従事や研究

開発のための技術指導が、本務に支障のない範囲で許可されています。

○ お申し込み方法を含め、詳細は本学ホームページをご参照下さい。

http : //www.hokudai.ac.jp/research/innovation/kyodo/

（２）受託研究

受託研究は、大学の教職員が、外部からの委託を受けて、契約に基づき研究を行い、その成果

を委託者に報告する制度です。

○ ご負担いただく経費

・ 直接経費（研究に直接関連する、旅費、消耗品費、設備・備品費等の研究経費）

・ 間接経費（受託研究の遂行に関連して必要となる間接的な経費で、直接経費の３０％）

○ 研究期間：特に制限は無く、複数年にわたって契約をすることができます。

○ 研究成果の取り扱い：受託研究による研究成果及び実施状況等は、原則として公表しま

すが、公表時期及び方法については、企業等と協議の上、契約書等で定めます。

○ 税金の取扱い：企業等が大学と受託研究を行った場合において、一定の要件を満たすと

きは、企業等が支出した試験研究費の内の一定の割合に相当する額が、法人税から税額

控除される「特別試験研究税額控除制度」が適用されます。

○ お申し込み方法を含め、詳細は本学ホームページをご参照下さい。

http : //www.hokudai.ac.jp/research/innovation/jutaku/

（３）知的財産権（知財）の取扱いについて

共同研究から生まれた知財は原則として本学と企業等の共有となります。受託研究から生まれ

た知財は原則として本学のみに帰属します。

いずれの場合においても、企業等より知財の独占実施の希望があれば、企業等による経費全額

負担、本学への実施料支払いを原則条件に、年数を定めて独占実施を許諾します。

その他、詳細条件につきましては共同（受託）研究契約で定めます。

（４）研究シーズ集

本学の最新研究情報を企業等に積極的に発信する事を目的として１０６件の研究シーズを紹介し
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た「北海道大学 研究シーズ集２０１４」を２０１４年３月に発行しましたが、研究シーズ集２０１４は企業

等からの多くの反響と注目を頂いたため、更により多くの本学の研究シーズを発信するため、

２０１５年３月に「北海道大学 研究シーズ集Vol．２」を発行しました。

「北海道大学 研究シーズ集Vol．２」では、「研究シーズ集２０１４」に５９件の研究シーズ追加と３２

件の研究シーズ更新を行い、「観光・まちづくり」という分野も新規に加え、本学の１６３件の研究

シーズを９分野別に掲載しております（９分野＝ライフサイエンス、情報通信、ナノテク・材

料、環境、ものづくり技術、エネルギー、観光・まちづくり、社会基盤、共用機器）。

本学の最新研究内容をご理解いただき、今後の共同研究・受託のテーマ探しなどにご活用いた

だければ幸いです。

以下のホームページに「北海道大学 研究シーズ集Vol．２」のebookがありますので、一度、ご

覧いただいてはいかがでしょうか。

http : //www.mcip.hokudai.ac.jp/ebook/seeds２/

（５）北大の技術紹介

本学に所属する教職員（退職者含）及び本学発の技術を紹介しています。

興味を持たれた研究者、技術がございましたらワンストップ窓口からお問い合わせが可能で

す。

【北大の技術紹介】

http : //www.mcip.hokudai.ac.jp/cms/cgi-bin/index.pl?page=contents&view_category_lang=１＆

view_category=２０

【ワンストップ窓口】

https : //reg３１．smp.ne.jp/regist/is?SMPFORM=tcl-miqcm-４５６６fd２２a３６a５９e１a６eccb８８fd７２３３０６

２．教育

（１）公開講座

本学の研究の成果を公開講座として広く一般の方々に提供しています。講義形式のものから体

験学習のようなものまでバラエティに富んだ講座があります。学ぶ意欲のある方なら原則、どな

たでも受講できますので、ぜひ一度、関心のある公開講座を受講されてはいかがでしょうか。

専門型から教養型まで幅広い分野で開講していますが、講座によっては有料になります。一般

の市民や子ども達がなじみやすい教養型にはごく一例ですが、「北海道における地震と防災」「全

身の皮膚の保湿とケアについて」「津軽海峡学」「親子木工教室」「森のたんけん隊」「冬の植物園ツ

アー」等々があります。一度、ご家族や友人を誘って、公開講座を体験されてはいかがでしょう

か。大学には外見からは想像できないような様々な研究が行われていることがお分かりになり、

本学の新たな魅力の発見に繋がると思います。

平成２７年度の公開講座は、以下のホームページをご参照下さい。

https : //www.hokudai.ac.jp/pr/events/open-lecture/２７．html
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（２）附属図書館

附属図書館のミッションとして「附属図書館は、北海道大学の４つの基本理念「フロンティア

精神」「国際性の涵養」「全人教育」「実学の重視」に基づき、人類の知的資産である学術情報の集

積・提供・発信を行い、未来に向けて、知の交流・創成の場として機能する。その実現のため

に、以下の目標を掲げる」とあり、目標の中に「社会貢献と国際化：北海道地区における唯一の

総合大学の図書館として、（中略）、地域住民の生涯学習を支援する。（後略）」とあります。つま

りは、地域の皆さんが利用できると言うことです。

【学外の方（卒業生・一般の方）のご利用案内】

○ 一日限りの利用（閲覧のみ）

その日一日だけ、館内資料の閲覧・複写（コピー）のための利用です。「一日利用証」を

発行します。現住所が確認できる身分証明書（保険証・免許証でも可）をご持参くださ

い。

○ 貸出を希望される場合

本学の卒業生の方、道内在住の２０歳以上の方、大学や学校、研究所等に所属されている

教員・研究員の方など、学外の方にも館外貸出ができます。

手続き方法等は以下のホームページをご参照下さい。

http : //www.lib.hokudai.ac.jp/services/visitors/service-guides/

○（学外の方向け）所属大学図書館等を通じた北大所蔵資料の借用、複写

学外の方は、所属大学等の図書館、もしくは、最寄りの公共図書館を通じて、本学図書

館・室所蔵の図書現物や、雑誌論文等の複写物（コピー）を、郵送で取り寄せることがで

きます。

手続き方法等は以下のホームページをご参照下さい。

http : //www.lib.hokudai.ac.jp/services/visitors/ill/

※ 注意事項：附属図書館（本館・北図書館）は、本学の教育・研究活動支援を第一義と

していますが、学術研究・調査や生涯学習を目的とする場合はどなたでもご利用いた

だけます。

ただし、高校生以下・予備校生・小さいお子様連れの方はご遠慮ください。図書館

資料の利用を目的としない座席のみの利用もできません。なお、本学の教育・研究活

動のための利用が優先されることをご理解ください。定期試験期間中は利用を制限す

ることがあります。
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３．社会貢献・地域貢献

（１）エルムの森

北大探索の入り口です。JR札幌駅から徒歩７分。東京ドームのおよそ３８個分という広大な

キャンパスの自然に溶け込む明るいガラス張りの建物がお出迎えします。さあ、どこに行きます

か？何を探していますか？まずはこちらへお立ち寄りください。最短ルート、注目のイベントな

ど、お役立ち情報をお伝えします。

【イベントや観光のご案内は、カウンターまでお気軽に】

学内のイベント情報をはじめ、幅広いお問い合わせにお答えします。観光にいらした

方、構内を散策される方、どなたでもお気軽にお立ち寄りください。北大生もスタッフと

して皆様をお待ちしています。

【北大の情報を発信します】

北大の広報誌、大学・学部案内などをご用意しています。大学紹介DVDの視聴やイン

ターネットを利用して、学内ウェブサイト内の各種情報を検索できます。

【お土産に、北大グッズをどうぞ】

文具や記念品などの北大グッズに加え、大学認定のハム、日本酒、梅酒、北海道大学出

版会発行の書籍などを多数取り揃えています。お土産や贈り物としてぜひご利用くださ

い。

【ほっとひと息、カフェにお立ち寄りください】

軽食やお飲み物を販売しています。待ち合わせに、散策後の休憩に、木漏れ日の中、

ゆったりとした時間をお過ごしください。

※ 私も外部の方との待ち合わせや簡単な打合せに利用しています。都心とは思えない、

落ち着きのある空間ですよ。

（２）キャンパス情報

【広大な自然と四季折々に美しい札幌キャンパス】

本学は、札幌市の中心部に緑いっぱいのキャンパスを有しています。上空からみた北大

札幌キャンパスはまるで都会のオアシスのようです。春は桜を始め花が咲き乱れ、中央

ローンでお花見をすることができ、夏は涼しく、秋は黄色に色づいたイチョウ並木がたく

さんの人を呼び、冬は北海道ならではの、白くて美しい雪景色を楽しむことが出来ます。

※ 私の個人的なお勧めは春先の桜です。数種類の桜が、ひと月くらい咲き乱れていま

す。医学部横の八重桜は「チェリーロード」と言っても良いくらいの景観です。

【実は意外と都会です】

１９０万人都市、札幌。その札幌市の中心部に位置している北大の周辺は、構内とは対照
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的に高いビルが立ち並ぶ都会そのものです。

北大の最寄駅である札幌駅は、２００３年にJRタワーが開業してから乗降客数が１日平均

１８万人を超える札幌市の玄関口であり、そこから、たくさんの札幌市民や観光客が訪れる

「大通」及び「すすきの」エリアへは、北大から徒歩（もしくは自転車）圏内です。

北大構内で美しい自然に触れ、構外では都会的な生活を楽しむ・・・自然と都市の調和

がとれた絶好の環境に立地しています。

【北大ツアーに参加しよう】

「北大キャンパスビジットプロジェクト」では、例年７月と１１月に北大生による学内ツ

アーを行っていますので、興味のある方はホームぺージをチェックしてみてください。一

足先に北大に入学した先輩達からお話をききながら、実際に北大構内を歩き、北大生に

なった気分を味わってみましょう。

【北海道大学への訪問（高等学校向け）について】

北海道大学への訪問（高等学校向け）については、主に修学旅行及び総合学習等の一環

で本学を訪れる方への案内を掲載しています。基本的に、「北大自由散策ツアーコース」

を見ながら自由に見学していただく形となりますが、申し込み方法等の詳細についてご確

認ください。

（３）食べる

【ファカルティハウス「エンレイソウ」】

札幌キャンパスの中央（北１１西８）、メインストリート沿いに位置し、教職員の会合や

美術系サークルの展覧会などの行事に利用されています。会議室、ギャラリー、レストラ

ン「エルム」があり、レストラン「エルム」は一般の方も自由に利用できます。

※ なお、レストランの占有利用は事前にレストランに連絡した上で、資産運用管理課に

お電話ください。

【レストラン「エルム」連絡先】

電話 （０１１）７２６－７６０１

営業時間 １１：３０～１７：００（占有利用の場合は２０時まで）

※土日・祝日 占有利用（宴会）、デリバリー／要相談

※ 私は来客の接待に、必ずここを利用します。大野池を望むロケーションは四季折々の

自然を反映し、飽きることは有りません。おすすめの料理は「クラークカレー」で

す。やや辛口ですが、シンプルにカレーの美味さが伝わってきます。他の料理も、美

味しいですよ。
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（４）遊ぶ：総合博物館

【北大総合博物館がつなぐ「モノ」「コト」「ヒト」】

北海道大学には、１３０年以上前の札幌農学校時代から収集・保存・研究されてきた４００万

点にものぼる標本／資料が蓄積されています。その中には、新種の発見・認定の基礎とな

る貴重なタイプ標本が１万点以上含まれています。

１９９９年春に開館した北海道大学総合博物館は、こうした北大の多様な研究の伝統を今に

伝えるとともに、最先端の研究をさまざまな実物資料や映像で展示・紹介しています。博

物館にある「モノ」たちは、「コト」（＝事／言）つまり情報とセットになることで、歴史

や未来を語ってくれます。来館者の皆様に一つ一つのモノの背後にある「コト」にもぜひ

目を向け、あるいは耳を傾け、そこから思いを膨らませてもらえるような博物館でありた

いと考えています。

当館ではまた、北大の目指す全人教育を担う「ミュージアムマイスター」の育成や、標

本資料の準専門家としての「パラタクソノミスト養成講座」など、未来を見据えたユニー

クな教育活動を行っています。さらに、標本整理や展示解説などではボランティア活動も

盛んです。学生や教職員だけでなく市民に親しまれる、開かれた博物館として、多くの

「モノ」と「コト」、そして「ヒト」との出会いの場を創りたいと願っています。

※ 総合博物館は現在、工事中で閉館しております。再開は２０１６年の夏頃になる予定で

す。

大学とは一体、誰のためにあるのでしょうか。大学は国民のものであり、地域の住民のもので

もあります。本稿では本学の活用法について説明いたしましたが、まだまだ魅力的な活用法があ

ります。それらについては、またの機会に譲ることにします。札幌市の中心部にあり、交通至便

でありながら広大な自然があふれる本学にぜひお越しください。
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挨拶する石井頭取 来賓の山谷副知事

１．『地方創生フォーラム～地方創生における地域産業の役割～』の開催概要
北洋銀行と北海道二十一世紀総合研究所は、平成２７年１０月１６日に札幌パークホテルに於いて、

『地方創生フォーラム～地方創生における地域産業の役割～』を開催しました。当フォーラム
は、第１部 基調講演『全国の地方創生の動き』、第２部 パネルディスカッション『北海道の
地方創生』の２部構成とし、国・地方自治体、地域ビジネスを手懸ける事業者など、地域振興に
関する有識者の方々から、北海道の地方創生実現に向けた民間企業の役割について提言をいただ
きました。当日は道内企業や自治体など、およそ３５０名の皆さまがご来場されました。

フォーラムの冒頭では、来賓である北海道副知事 山谷吉宏様よりご挨拶をいただきました。
山谷様は、北海道版の総合戦略である「北海道創生総合戦略」のポイントについて説明され、

「関係の皆様と意識を共有し、官民一体となった取り組みを進めていきたい」と述べられました。

２．基調講演『全国の地方創生の動き』
第１部では、基調講演として内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局・企画官 西川和宏

氏、および一般社団法人共同通信社・編集局企画委員兼論説委員 伊藤祐三氏にご登壇いただき
ました。

西川氏は、『「まち・ひと・しごと創生」について～地方創生における民間企業の関わり～』と
題し、地方創生の背景に、人口構造の変化により国内マーケットが縮小することや、今後１０年以
内に日本の中小企業の約半数が後継者問題に直面するといった構造的な問題があることを説明さ
れたほか、地域産業の活性化に向けた金融機関の機能、国が取り組んでいる地方創生の施策につ

インフォメーション

『地方創生フォーラム～地方創生における
地域産業の役割～』を開催しました

株式会社 北洋銀行 地域産業支援部
株式会社 北海道二十一世紀総合研究所

西川企画官 伊藤委員
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いて解説されました。さらに、民間企業へのメッセージとして、「成長戦略や攻めの経営で生産
性を高め、地域に根付いて存在感を発揮し続けてほしい」と述べられました。

また伊藤氏は、『地域づくり、３つのポイント』と題し、ご自身が選考委員を務めている「地
域再生大賞」の実例を紹介されました。地域を歩いて感じていることとして、①若者の価値観が
変化し、地方で生活することに対し抵抗感が薄れているという「動き」、②都市部ではなくあえ
て便の良くない地域で活動しようとする「動き」、そして③地域の宝を活かそうという「動き」
があることを上げ、「積み上げてきた地元の取り組みを、金融機関や地元企業が一緒に支援して
いくことが重要」と述べられました。

３．パネルディスカッション『北海道の地方創生』
第２部では、コーディネーターに北海道大学公共政策大学院特任教授の小磯修二氏を迎え、パ

ネリストには釧路市長の蝦名大也氏、どさんこミュゼ株式会社代表取締役の宮本英樹氏、株式会
社桐光クリエイティブ代表取締役の吉田聡子氏の３氏に北洋銀行常務執行役員地域産業支援部長
の塚見孝成を加え、『北海道の地方創生』と題したパネルディスカッションを行いました。

ディスカッションでは、小磯氏から地域産業
について、「自分たちが住みたいと思う地域で
安定した生活を送るには、それを支える所得・
産業・雇用が必要である。しかし人口減少が進
む地域では、域内の経済活動が縮小し、消費者
も企業も将来のことを考えて出費を控えるとい
う厳しい状況が想定される」との問題提起がな
されました。続いて、各パネリストにより、地
域産業の振興のために地域の力をどのように結
集していけば良いのか、地方創生に向けて欠か
せないポイントは何かなどについて、行政の立
場、産業振興や起業経験の現場など多様な観点
から意見が交わされました。

４．おわりに
北海道は全国に比べても人口減少や少子高齢化が進行しているという厳しさはありますが、一

方で類い稀な自然、ブランド力の高い「食」など他の地域にはない多くの強みがあります。「地方
版総合戦略」では、道内各地域が持つ強みを今後どのように活かしていくかが議論され、戦略と
して盛り込まれています。本年１０月には、道内地方自治体の約４割にあたる７２市町村が、地方版
総合戦略の策定を完了させており、地方創生は総合戦略の策定から事業推進の段階へ移行しつつ
あります。北海道の地方創生を実現していくためには、民間企業が原動力となって戦略を具現化
していくことが不可欠です。北洋銀行及び北海道二十一世紀総合研究所は、当フォーラムを契機
に、さらに地方創生の機運を高めていく取り組みを継続してまいります。

最後になりますが、今回開催しましたフォーラムにご参加いただいた皆さま、また企画・実施
にご協力いただいた講師、関係機関の皆さまに、この場を借りまして御礼を申し上げます。あり
がとうございました。

パネルディスカッションの様子

洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３４　ＩＣＳ／本文　※柱に注意！／０２４～０２５　インフォメーション  2015.12.18 16.43.53  Page 25 



― ２６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年１月号

【授賞式の写真】 【MyPEEM】

企業名：株式会社 菅製作所 代表者名：代表取締役社長 菅 育正
住 所：北海道北斗市追分３丁目２番２号
ＴＥＬ：０５０‐３７３４‐０７３０
ＵＲＬ：http : //www.suga.ne.jp
設立年月日
従業員

昭和２１年１２月
３０名

業種 理化学機械器具製造業

平成２７年１０月２８日に第６回ものづくり日本大賞の受賞者が発表になりました。調査レポート１２

月号（前月号）に続き、当行グループが推薦させていただいた受賞者をご紹介します。

○優秀賞（製品・技術開発部門）

【受賞件名】

日本初の「普及型 光放出電子顕微鏡『MyPEEM』」の開発

【所属企業・受賞者】

株式会社菅製作所 菅 育正 氏、岩井 崇茂 氏、工藤 雅嗣 氏、宮崎 晃太朗 氏

今渕 春男 氏、青塚 正巳 氏、佐藤 順亮 氏

【受賞の内容】

・当社は、昭和４３年創業、船舶用機器や研究開発機器の設計、製造、販売まで一貫して行う企業

です。

・光放出電子顕微鏡は、試料表面から放出される光電子を結像することで、物質の電子状態を観

察する装置です。海外製が主流な中、日本初の本装置を海外製の５０％の価格で市販化に成功。

・また、当社の独創的な構造により紫外線の光量を確保し、真空の精度を上げることにより、多

くの放出電子を活用することで３００nmを超える空間分解能を実現。従来見えなかった、物質、

状態の違いをリアルタイムに映像として顕微観察できるようにしました。

・本装置の汎用性は高く、半導体デバイス開発ほか、表面微細加工、装飾による材料の高機能化

など、各種研究開発においてニーズがあり、今後更なる普及が期待されます。

【会社概要】

インフォメーション

第６回ものづくり日本大賞受賞者のご紹介 Part２
北洋銀行 地域産業支援部
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【授賞式の写真】 【過熱蒸気焼成機】

企業名：株式会社ニッコー 代表者名：代表取締役 佐藤 厚
住 所：北海道釧路市鶴野１１０番地１
ＴＥＬ：０１５４‐５２‐７１０１
ＵＲＬ：http : //www.k-nikko.com/
設立年月日
従業員

昭和５２年１２月
８５名

業種 一般機械器具製造業

○優秀賞（製品・技術開発部門）

【受賞件名】

「３Dヒーター」と直接噴射で省エネ・高性能を実現した過熱蒸気焼成機の開発

【所属企業・受賞者】

株式会社ニッコー 佐藤 厚 氏、吉田 昌徳 氏、及川 寿恵男 氏、渡邊 佳典 氏

【受賞の内容】

・当社は、昭和５２年創業、食品加工機械の企画開発、製造販売を行う企業です。

・昨今、高齢化の進展から調理食品や惣菜需要が増加。一次産業（特に水産業）の現場では原料

加工に加え最終加工のニーズが高く、高品質な調理方法を実現するため過熱蒸気焼成機の開発

を行いました。

・高温過熱蒸気を食材に直接噴射することで、使用する過熱蒸気量を大幅に減らしエネルギーコ

ストを従来の１／５に削減。更に、蒸気の再加熱に３Dヒーターを使用することにより、熱伝

導率を高め、短時間で７００度以上の高温過熱蒸気を生成し、調理時間の短縮も実現しました。

・本機械は焼成、過熱、乾燥、殺菌など様々な用途に使用出来ることから、食材を活かした調理

製品にバリエーションを与え、北海道ブランドの付加価値向上に貢献します。

【会社概要】
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【授賞式の写真】 【コンディショニング調味料シリーズ】

企業名：株式会社北海道バイオインダストリー 代表者名：代表取締役 村上 季隆
住 所：札幌市豊平区平岸７条１４丁目３番４３号
ＴＥＬ：０１１‐８１２‐２５１２
ＵＲＬ：http : //www.bio-do.co.jp
設立年月日
従業員

平成９年９月
１２名

業種 その他の食料品製造業

○ものづくり地域貢献賞（製品・技術開発部門）

【受賞件名】

旨みと健康成分を増大するBRC製法によりコンディショニング食品市場を創出

【所属企業・受賞者】

株式会社北海道バイオインダストリー 佐渡 宏樹 氏、村上 季隆 氏、斎藤 昭彦 氏、

田島 健 氏

学校法人浅井学園 北翔大学 西村 弘行 氏

【受賞の内容】

・当社は北海道第１号の大学発バイオベンチャー企業として平成９年に創業。北海道の特徴的な

農産資源を活用し、生活習慣病予防を目的とする機能性食品、食素材等の研究開発、販売を行

う企業です。

・植物本来が持つ防御機能（外的から身を守るため、生体内の酵素をコントロールし、外敵が嫌

がる物質を生成する機能）の中には、人間の生体調整機能に有用な成分があり、この防御機能

を人為的にコントロールし、生体調節機能を賦活化する有用な成分だけを植物に作らせる製法

「BRC製法」を特許化しました。

・玉葱の加工にBRC製法を用いると、玉葱由来の揮発性含流化合物「DPTS」を選択的に生成す

ることが可能。DPTSには抗酸化作用の他に学習記憶障害改善作用があることから、BRC加工

玉葱を使った、体に優しい調味料「コンディショニング調味料」シリーズを商品化しました。

【会社概要】
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【授賞式の写真】 【製品化事例】

企業名：岩見沢鋳物株式会社 代表者名：代表取締役社長 白井 雅人
住 所：岩見沢市栗沢町由良４９７‐３
ＴＥＬ：０１２６‐４５‐３４９２
設立年月日
従業員

平成１５年１月
１０名

業種 鉄鋼業

○ものづくり地域貢献賞（製品・技術開発部門）

【受賞件名】

超硬鋳ぐるみ耐摩耗ライナーの開発

【所属企業・受賞者】

岩見沢鋳物株式会社 白井 雅人 氏

株式会社アール・アンド・イー 北山 茂一 氏

株式会社三共合金鋳造所 松元 秀人 氏

株式会社北海道特殊鋳鋼 伊藤 淳 氏、原 宏哉 氏

【受賞の内容】

・当社は、ねずみ鋳鉄品、ダクタイル鋳鉄品を主に製造、販売する企業です。

・近年、特殊鋳鉄などの技術開発に力を入れ、高炉炉頂部の旋回シュートに使用されるライナー

材として、超硬合金を耐摩耗鋳鉄で鋳ぐるんだ耐摩耗複合材料を開発しました。

・独創性のある鋳ぐるみ鋳造法を用い、高硬度、高靭性、耐食性に優れた超硬合金を横置きに内

包することで、耐摩耗性が従来の２倍に向上、使用済みライナーは、回収し、再資源化するこ

とにより、省コスト、環境負荷低減を実現しました。

・新たな耐摩耗材料の開発により、超硬配置の改良・シミュレーションや、３Dプリンタなどを

利用した試作、使用済み材の再資源化スキームなど、多方面での活用が期待されます。

【会社概要】
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【数値が示す経済の構造転換】

中国の２０１５年１０月の製造業PMI（購買担当者景気指数）１は景気判断の節目である５０を３か月連続で

下回りました（８月４９．７、９月４９．８、１０月４９．８）。ただし、内訳を見ると、鉄鋼・石炭・セメント等の

過剰設備分野が、在庫調整などから回復が遅れている一方で、ハイテク製品や消費財などの生産は拡大

基調にあり、ハイテク製品の製造業PMIは８月５２．２、９月５５．６、１０月５４．６、また消費財の製造業PMIは

８月５４．６、９月５５．１、１０月５２．２と堅調に推移しています。また、非製造業PMIも８月５３．４、９月５３．４、

１０月５３．１と５０を上回り続けています。旅行や外食、Eコマース等のサービス産業は都市化の進展や中間

層の所得増加を背景に成長しています。

２０１５年１０月の鉱工業生産額は前年比５．６％増ですが、伸び率は前年比から２．１ポイント、前月比０．１ポ

イントそれぞれ減少し、２か月連続で鈍化となり、製造業の低迷が続いています。一方、個人消費の指

標となる１０月の小売売上高は同比１１．０％増と、伸び率は前年比から０．５ポイント減少したものの、前月

比では０．１ポイント増加し、３カ月連続プラスの伸び率となり、消費が経済を支える構造への転換が進

んでいます。

【過剰生産調整にあえぐ製造業】

中国鉄鋼業協会の調査によると、中国国内主要鉄鋼メーカー１０１社のうち、約半数にあたる４９社が

２０１５年１～９月期に赤字を計上しています。政府や業界をあげて過剰生産の調整に取り組んでいます

が、１～９月期の中国の粗鋼生産量は前年同期比２．１％減だったのに対し、消費量は同５．８％減と生産の

抑制を上回る落ち込みで、鉄鋼価格は下落し続けています。鉄鋼大手の宝鋼集団（上海市）が、「中国

の粗鋼生産量は今後２割減少する」との見解を示すなど、厳しい経営環境が続く見通しです。

中国の主要石炭産地である内モンゴル自治区では、２０１５年１～９月の石炭平均価格２は１トン当たり

１３０．８元（約２，５００円）で、前年同期比９．５％程度下落しました。一方、全国の主要発電所の１０月上旬に

おける石炭在庫量３は７，１４８万トンと前月上旬比３．３％増加するなど、国内の主な石炭消費業種の需要は

軟調で需給バランスが崩れており、石炭価格の回復は当面難しい状況です。

また建機業界でも、投資の誘発効果の高い不動産開発にブレーキがかかっていることや、公共工事で

は無駄の抑制から箱物建築が減少していることなどを背景に、業績が低迷しています。建機大手の徐工

集団（江蘇省）の２０１５年１～９月の売上高は前年同期比３１．５％減の１３０億３，８００万元（約２，４７８億円）、純

利益は９８．７％減の１，２００万元（約２億２，８００万円）でした。同じく大手の三一重工（湖南省）も売上高は

同３０．９％減の１８４億８，７００億元（約３，５１３億円）、純利益は同９７．６％減の３，８００億元（約７億２，２００万円）で

した。直近４年間で中国建機業界の売上高は約半分まで縮小しており、輸出強化や農業機械・環境保全

機械分野への投資拡大などでこの難局を乗り切ろうとする動きも出てきています。

アジアニュース

中国の景気動向～２つの中国
北洋銀行上海駐在員事務所 所長

田中 雅啓
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【拡大する消費経済】

次に、拡大する消費経済について主な産業の最近の動向と中国に進出した日本企業を紹介します。

＜外食＞

２０１４年の中国の外食産業の売上高４は前年比９．７％増の２兆７，８６０億元（約５３兆円）で、２０１５年に入っ

ても同１２％程度の伸びを示しています。いわゆる“ぜいたく禁止令等”の影響で高級飲食店は低迷して

いるものの、火鍋やファストフード、洋食など一般大衆向け飲食店が急成長しています。上海のショッ

ピングモールの飲食街店は、家族連れやカップル、２０～３０代の会社員、友人同士などで賑わっていま

す。

＜Eコマース＞（インターネットなどを通じて行う商取引。例えばネットショッピング）

Eコマース市場の取引規模５は、中国全体で２０１４年に前年比４８．７％増の２兆８，４１５億元（約５４兆円）に

拡大、今後数年にわたって年率２７％前後の成長が持続するとの見通しです。

＜映画＞

２０１４年の映画興行収入６は前年比３６．２％増の２９６億３，９００万元（約５，６３１億円）、観客動員数は同３４．５％

増の８億３，０００万人でした。１年間で１，０１５映画館、５，３９７スクリーンが新設され、２０１４年末時点のスク

リーン数６は前年比３０％増の２万３，６００スクリーンに達しています。

＜旅行＞

２０１０年に５，７００万人だった中国人の海外旅行者数７は２０１４年には１億１，７００万人に倍増し初めて１億人

を超えました。海外旅行者の１人当たり平均消費額８は約２万元（約３８万円）で、日本を含む世界各地

に恩恵を与えています。また、中国ではここ数年、クルーズ船利用者９が年率４５％のハイペースで増加

し、２０１５年にクルーズ船を利用して旅行した本土の中国人は１００万人を突破しました。いずれは中国に

寄港するクルーズ船の数９がシンガポールや香港を上回り、アジア圏で１位となる見通しです。アメリ

カ客船運航大手が初めて上海を母港とする豪華客船（乗客定員４，０００人）は、１部屋１万元（約１９万

円）のチケットがすぐに全て売り切れとなるなど、中国人の消費の勢いを改めて感じます。

＜中国市場へ進出する日本企業＞

こうした中、中国を消費市場として重要視している日本企業が進出を本格化させています。中国で約

４００店舗を有するユニクロは、経済成長で中間所得層が増えていることから、毎年１００店舗ずつ新規出店

を続け、早期に１，０００店舗を達成し、最終的に３，０００店舗を目指すとしています。イオンもアジア重視の

方針で、中国では北京・天津、江蘇省・浙江省、湖北省、広東省の４エリアに重点を置いてモール展開

を加速させています。また、上海市に２店舗を有するスーパー銭湯の極楽湯は、来年夏に武漢店を開

業、今後１０年間で１００店開業する目標を掲げています。

道内企業では、２０１４年１０月に武漢で中国初出店したニトリは、その後の１年間で上海や蘇州等に５店

舗の出店を果たしました。また帯広に本社を置くオカモトグループは、２０１５年９月にフィットネスジム

JOYFIT２４を上海にオープン、今後５年間で５０店舗の出店を目指しています。
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上海のユニクロ旗艦店 日本から輸入した日用品を買い求める上海市民

【まとめ】

習近平政権は、斜陽化する重工業等を整理・縮小し、外食・旅行産業、環境ビジネス、ハイテク産業

などを伸ばしていく方針です。近年の中国では、第二次産業よりも第三次産業の方が、GDPに占める比

率も就業者数も既に大きくなっています。「オールド・チャイナ」と「ニュー・チャイナ」、どちらの経

済指標を重視するかによって違った見方になると思います。政府が最重要視している所得や雇用環境を

悪化させることなく、「オールド・チャイナ」を適切に整理・縮小するための対策をきちんと打ち出せ

るのか、また「ニュー・チャイナ」を拡大・発展させるために規制緩和等の改革がどこまで進むのか、

今後注目していく必要があります。

※データ、資料等の出所

１PMI（購買担当者景気指数）は、景気の先行きを示す指標のひとつで、企業の購買担当者に生産意欲等をアンケー
トし、結果を指数化したもの。５０を上回ると景気拡大、下回ると景気後退を示す。数値は中国国家統計局の発表

２石炭平均価格…内モンゴル自治区発展改革委員会の発表
３石炭在庫量…内モンゴル自治区発展改革委員会の発表
４外食産業の売上高…中国割烹協会（業界団体）の発表
５Eコマース市場の規模、見通し…北京尚普信息諮詢有限公司（S&Pコンサルティング）の市場研究レポートより
６映画関連統計…国家新聞出版広電総局データ
７海外旅行者数…中国国家旅遊局資料
８海外旅行者の平均消費額…世界観光都市聯合会（北京市）の発表
９クルーズ船関連統計…上海で開催されたクルージングのフォーラムで発表したもの

・その他の数値は中国国家統計局の発表
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４７２ ８２～２３２ ２７４ ２４３ １４１～２０８

牛乳 １リットル 現地産 ２５３～５７８
３６

（２４３ml）
１３７

２５６
（８３０ml）

１２８～２００

じゃがいも ０．５kg 現地産 １１９～２４７ ４９～９３ ２０５
１４７

（アメリカ産）
３６

オレンジ ０．５kg アメリカ産 ２２４ １４２
３０５

（１個）
１１２

（１個）
１２９

（南アフリカ産）

小麦粉 １kg ２１７ ２４３ １５７ ２１７ １００

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 １１０ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － １０４ １６４ ２９５ ２１９

カップラーメン １個 日本メーカー製 ８５ １２３ ２５７ １５６ ３６２

ミネラルウォーター ５５０ml ３０ ３０ ２３ １３８ ２９～７８

コーラ ３３０ml コカコーラ ３９ ３８ ４７ ６９ ８９

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

３２３ ３２３ ６８５ ４１６ －

タクシー初乗り ２６６ １９０ １１９ ２７７～３３０ ３７２～４６５

ガソリン １リットル レギュラー １４２ １０４ １０９ １９１ ７５

トイレットペーパー １０巻 現地製 ６２８ ５８８ ４７９
５５５

（日本製）
２６０

（４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１６９

（現地製）
９４

（現地製）
３２５ ２７５ １７１

洗濯洗剤 １kg 日本製
２５７

（現地製）
２３８

（現地製）
４１１ ２２５ ７９２

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １９０ ２８５ ２７４ ３４７ ３７２

電気料金 １kwh 住居用 １１ ９ ５１ ２４ ６

水道料金 １� 住居用 ３６ ５９ ３４ ９９ ５９

新聞 １部 一般紙 １９ １９ １７ ７８ ５２

バス 市内均一区間 ３８ １９～３８ ２７ １０４～１９１ ３１

地下鉄 初乗り ５７ ３８～１３３ ７５ ９５～２０８ －

携帯

機種 iPhone５S １６G ６７，７４４ ６２，６０３ ８１，０６７ ８５，８２７ ６１，３６１

基本料金／月 ８７５ １，１０４ ２，７４２ ４，７０９ ２，７９０

通話料金／分 ４ ４ ２ １３ ２

映画チケット 大人１名 時間帯により変動 １，０４７～２，６６５１，１４２～１，５２３６８５～１，５４２ ９９９ ３１６～８３７

現地価格調査（２０１５年１２月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、スーパーピエルヴィなど

【換算レート】 ２０１５年１１月３０日仲値
１中国元＝１９．０４円 １タイバーツ＝３．４３円 １シンガポールドル＝８６．８７円 １ロシアルーブル＝１．８６円
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企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

１

株式会社東商建設 様 七飯町 坂本 幸夫氏 ２千万円
平成２７年１１月４日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和５３年設立の建設業者。地元函館を中心に、「FPの家」施工店として注文住宅やリフォーム工事の設
計・施工、不動産の売買及び斡旋を主業としている。一級建築士による高い技術力と提案力により、顧
客の夢や想いをひとつひとつカタチにし、「住めば住むほど味が出る」家づくりを行っている。

２

株式会社ヴァックスラボ 様 札幌市 米口 昌弘氏 １千７百万円
平成２７年１１月１８日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
平成６年設立のソフトウェア開発業者。業務系システム開発、組込制御システム開発、医療・福祉システム
開発を三本柱に、品質を重視したサービス・ソリューションを提供。また、ISO９００１、ISO１４００１、ISO２７００１
の認証を取得し、品質管理能力の向上・環境保全・情報セキュリティについて積極的に取り組んでいる。

３

株式会社ダイナシステム 様 札幌市 杉本 祐二氏 ３千万円
平成２７年１１月２０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
平成１０年設立。組込・制御系ソフトウェア開発を中心とした受託開発を得意とし、ニーズを徹底的に掘
り下げる的確な要件定義から開発、導入、運用保守まで全般的にカバー。情報セキュリティマネジメン
トシステムの国際規格である「JIS Q２７００１およびISO/IEC２７００１」を取得し、高い信頼を得ている。

４

株式会社木浪鉄筋工業 様 札幌市 木浪 裕子氏 １千万円
平成２７年１１月２４日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ７年
昭和４７年設立の鉄筋加工・組立工事業者で、代表取締役の木浪裕子氏は北海道鉄筋業協同組合理事。こ
れまで北広島の大型アウトレットモール「三井アウトレットパーク」やモエレ沼公園「ガラスのピラ
ミッド」を手掛けるなど多数の実績を有し、熟練した加工技術により高い信頼を得ている。

５

株式会社ディーディーエル 様 札幌市 出村 孝彦氏 ３千５百万円
平成２７年１１月２５日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
平成１７年設立のソフトウェア開発業者。家庭用玩具から業務用機器まで多岐に渡る製品の取り扱いを行って
いる。道内１ヶ所、道外１ヶ所の事業所ネットワークを活かし、顧客満足度を第一に考えたスピーディーな
商品企画から設計・開発をはじめ、高品質かつパフォーマンスに優れた商品の量産を行っている。

６

株式会社三啓 様 札幌市 丸山 保氏 ２千万円
平成２７年１１月２５日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ７年
昭和６１年設立の内装工事業者で、まもなく設立３０年を迎える。病院や学校等の公共施設から、戸建、マン
ションに至るまで幅広い分野の内装工事を手掛け、順調に業績を伸長。環境保全にも積極的に取り組んで
おり、平成２７年１１月に「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録し、エコ企業として認定されている。

７

山三ビル管理株式会社 様 千歳市 瀧澤 順久氏 ２千万円
平成２７年１１月２５日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ７年
昭和４７年設立の不動産賃貸・管理会社。㈱山三ふじやグループの一社で、自社所有のテナントビルや駐
車場を賃貸・管理している。損害保険代理店も経営しており、不動産に関する多種多様なニーズに応
え、高い信頼を得ている。平成２７年１１月に「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録。

当行が受託・引き受けした私募債発行企業の一部をご紹介します。

私募債とは？

お客さまが長期固定金利の資金調達を図るために社債を発行し、その社債を限られた

少数の投資家が引き受けるものです。当行は、お客さまの発行事務のお手伝い、発行さ

れた社債の引き受けなどをいたします。

私募債発行企業のご紹介

１１月の私募債発行企業
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企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

８

渡部土地開発株式会社 様 千歳市 瀧澤 順久氏 １千万円
平成２７年１１月２５日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ７年
昭和４４年設立の不動産賃貸・管理会社。㈱山三ふじやグループの一社で、千歳駅近隣をはじめ利便性の
高い多数のテナントビル等を賃貸・管理している。不動産に関する多種多様なニーズに応え、高い信頼
を得ている。平成２７年１１月に「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録。

９

日幸産業運輸株式会社 様 石狩市 朝井 清美男氏 ３千７百万円
平成２７年１１月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） １億円 ５年
平成５年設立。本州への加工食品混載輸送や道内全域における食品などの配送業務を行う。３６５日、２４時間配
送体制を構築し「物量・容積・重量・時間・頻度」に合わせた最適な工程を提案。車両情報や店着時間等を
配信する相互情報システム「クリア トランスポートシステム」を自社開発、物流の透明化を図っている。

１０

東北海道ヤナセ株式会社 様 帯広市 石原 英樹氏 ２千５百万円
平成２７年１１月２６日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） １億５千万円 ５年
昭和２７年創業。メルセデス・ベンツの正規ディーラーとして帯広・釧路にショールームを展開。年々高
度化する技術に対応するため、全てのサービス・パーツスタッフに専門トレーニング・独自の技能検定
制度による試験を実施し、最高の技術ときめ細やかなサービスを届けている。

１１

ハラダ工業株式会社 様 留萌市 藤野 徹弥氏 ５千万円
平成２７年１１月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） １億円 ５年
昭和２９年創業。総合建設業として港湾・漁港・道路・河川・治山等幅広い領域で施工実績がある土木部門
と、小規模改修から大型建造物新築まで担う建築部門を持ち、また、地域の骨材供給源たる砕石業との二軸
で事業展開。「ISO９００１：２０００」を取得した品質管理と高い技術力、豊富な施工実績は高評価を得ている。

１２

株式会社�橋管機工業 様 千歳市 佐々木 俊英氏 ２千５百万円
平成２７年１１月２６日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ６千万円 ５年
昭和５３年設立の管工事・設備工事業者。設立以来、高い技術力と誠実な対応で順調に業績を伸長し、千
歳市水道・排水設備指定工事店に指定されている。社内での省エネ活動にも取り組み、平成２７年１０月に
「北海道グリーン・ビズ認定制度」に認証・登録されている。

１３

株式会社愛木工業 様 札幌市 北嶋 充氏 ２千万円
平成２７年１１月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和１３年創業の店舗内装・住宅リフォーム工事の設計・施工業者。創業以来、お客様に心より喜んで頂
ける「ものづくり」を社業に、特注椅子の製作に始まり、現在はホテル内レストランの飲食店や百貨店
のテナントショップ等を主に、高品質な造作対応が可能な店舗の設計、施工を行っている。

１４

株式会社かんの 様 当麻町 菅野 みえ子氏 １千８百万円
平成２７年１１月３０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和３４年設立の建築材料製作・販売業者。管内に３店舗を有し、アルミサッシ・樹脂内窓・木製建具・家
具の製作・加工・販売・施工のほか、住宅リフォームを行い、多種多様な顧客ニーズに応えている。ま
た、環境保全にも積極的に取り組み、平成２７年１０月に「北海道グリーン・ビズ認定制度」に認証・登録。

１５

鬼頭木材工業株式会社 様 苫小牧市 鬼頭 孝幸氏 ５千万円
平成２７年１１月３０日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
明治４２年創業の老舗製材業者。苫小牧市、様似町に工場を有し、一般製材、住宅用建材、チップを生産。
トドマツなど道産木材を使用した構造材の供給にも積極的に取り組み、木材の地産地消を推進している。
また、国有林、道有林の造林・営林業務も手掛けており、北海道の山林を守る役割を長年担っている。

１６

株式会社ケイズ 様 札幌市 加賀 彰夫氏 １千５百万円
平成２７年１１月３０日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
平成１０年設立の業務用家具等の販売・取付・施工業者。オフィス用の机、チェア、応接セット、書庫、
ロッカーのほか、住宅用家具など豊富な品揃えと充実したサービスで定評がある。また、温室効果ガス
排出を抑制し地球温暖化防止に貢献するペレットストーブの販売・取付・施工も手掛けている。
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私募債発行企業のご紹介

― ３６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年１月号

１

法人名 医療法人臨生会 様

法人所在地 名寄市 代表者名 理事長：吉田 肇氏

発行年月日 平成２７年１１月４日 金額 ５千万円 年限 ７年
運営施設 吉田病院、介護老人保健施設「そよかぜ館」 等

２

法人名 医療法人社団いぶり腎泌尿器科クリニック 様

法人所在地 伊達市 代表者名 理事長：坪 俊輔氏

発行年月日 平成２７年１１月２０日 金額 １億円 年限 ５年
運営施設 いぶり腎泌尿器科クリニック

３

法人名 医療法人社団翔嶺館 様

法人所在地 札幌市 代表者名 理事長：佐竹 博史氏

発行年月日 平成２７年１１月２５日 金額 １億円 年限 ５年
運営施設 新札幌聖陵ホスピタル、十勝の杜病院、音更宏明館病院 等

４

法人名 医療法人鴻仁会 様

法人所在地 函館市 代表者名 理事長：深瀬 晃一氏

発行年月日 平成２７年１１月３０日 金額 ５千万円 年限 ７年
運営施設 深瀬医院、住宅型有料老人ホーム「こうじゅ三号館」 等

○「北洋医療福祉債」利用企業 ～医療・介護・福祉事業者向け債券発行スキーム～

北洋医療福祉債は法的に債券を直接発行できない医療法人等に、まず融資を実行し、

その返済を受ける権利を銀行から特定目的会社（SPC）に譲渡することで、SPCがその

権利を裏付けとして発行する一般企業と同様の銀行保証付私募債です。

北洋医療福祉債を利用するためには、医療法人等の規模、財務、収益内容等について

厳しい基準を満たしていることが必要であることから、「優良法人」として社会的評価

がなされます。

当行では、私募債の他にも、お客さまの事業活動に必要なご資金の調達ニーズにお応えできる

よう、各種商品・サービスをご用意してサポートいたします。詳しくは、北洋銀行の本支店へお

問い合わせください。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．２ △４．０ ９８．５ △０．４ ９６．０ △５．４ ９７．６ △１．１ １０３．９ ４．９ １０５．０ ６．２

２６年７～９月 ９８．０ △０．４ ９７．４ △１．４ ９６．０ ０．２ ９６．６ △０．５ １０３．４ ０．２ １１１．３ １．１
１０～１２月 ９５．５ △２．６ ９８．２ ０．８ ９５．４ △０．６ ９７．５ ０．９ １０４．１ ０．７ １１２．３ ０．９

２７年１～３月 ９７．４ ２．０ ９９．７ １．５ ９７．４ ２．１ ９９．２ １．７ １０７．５ ３．３ １１３．４ １．０
４～６月 ９５．０ △２．５ ９８．３ △１．４ ９７．１ △０．３ ９６．８ △２．４ １０２．４ △４．７ １１４．６ １．１
７～９月 ９５．０ ０．０ ９７．１ △１．２ ９５．１ △２．１ ９６．２ △０．６ １０１．３ △１．１ １１３．６ △０．９

２６年 １０月 ９６．５ △１．９ ９８．５ ０．４ ９７．０ △０．３ ９８．０ ０．１ １０２．３ △１．１ １１１．２ △０．１
１１月 ９５．１ △１．５ ９７．９ △０．６ ９５．１ △２．０ ９７．３ △０．７ １０３．２ ０．９ １１２．４ １．１
１２月 ９４．８ △０．３ ９８．１ ０．２ ９４．１ △１．１ ９７．１ △０．２ １０４．１ ０．９ １１２．３ △０．１

２７年 １月 ９７．１ ２．４ １０２．１ ４．１ ９７．６ ３．７ １０２．４ ５．５ １０５．０ ０．９ １１１．８ △０．４
２月 ９７．１ ０．０ ９８．９ △３．１ ９７．０ △０．６ ９７．９ △４．４ １０６．０ １．０ １１３．０ １．１
３月 ９８．１ １．０ ９８．１ △０．８ ９７．５ ０．５ ９７．３ △０．６ １０７．５ １．４ １１３．４ ０．４
４月 ９７．３ △０．８ ９９．３ １．２ ９７．６ ０．１ ９７．９ ０．６ １０５．８ △１．６ １１３．８ ０．４
５月 ９１．７ △５．８ ９７．２ △２．１ ９４．２ △３．５ ９６．０ △１．９ １０２．４ △３．２ １１２．９ △０．８
６月 ９６．０ ４．７ ９８．３ １．１ ９９．４ ５．５ ９６．６ ０．６ １０２．４ ０．０ １１４．６ １．５
７月 ９５．７ △０．３ ９７．５ △０．８ ９６．９ △２．５ ９６．２ △０．４ １０３．１ ０．７ １１３．７ △０．８
８月 ９６．０ ０．３ ９６．３ △１．２ ９４．６ △２．４ ９５．５ △０．７ １０３．２ ０．１ １１４．０ ０．３
９月 ９３．４ △２．７ ９７．４ １．１ ９３．９ △０．７ ９６．８ １．４ １０１．３ △１．８ １１３．６ △０．４
１０月 p９３．０ △０．４ ９８．８ １．４ p９３．２ △０．７ ９８．８ ２．１ p１００．８ △０．５ １１１．４ △１．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５０△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０１９ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３０ ０．０

２６年７～９月 ２３６，２５５ １．６ ４８，７５６ １．６ ４９，２０９ △１．１ １５，６３２ ０．８ １８７，０４６ ２．３ ３３，１２４ １．９
１０～１２月 ２６５，１６８ １．０ ５４，９０９ １．２ ６０，１９５ △１．１ １９，３０３ ０．４ ２０４，９７３ １．６ ３５，６０６ １．６

２７年１～３月 ２３７，５４８△４．２ ４９，３５２ △３．９ ５４，０８０ △６．８ １６，９４５ △６．９ １８３，４６８ △３．４ ３２，４０６ △２．３
４～６月 ２３８，７０６ ４．４ ４９，４２０ ５．３ ４８，００３ ４．２ １６，０３４ ５．９ １９０，７０３ ４．５ ３３，３８６ ５．０
７～９月 ２３０，５４９ ２．７ ４８，２２８ ２．８ ４９，５３５ ０．７ １５，９６４ ２．１ １８１，０１４ ３．２ ３２，２６４ ３．２

２６年 １０月 ７８，５３３ ０．８ １６，０６５ １．０ １７，３５６ △１．１ ５，２９３ △０．２ ６１，１７８ １．４ １０，７７２ １．５
１１月 ８２，１２９ ３．２ １７，２８６ １．９ １８，５１７ ０．９ ６，１７３ １．１ ６３，６１２ ３．９ １１，１１４ ２．４
１２月 １０４，５０６△０．６ ２１，５５８ ０．７ ２４，３２２ △２．６ ７，８３８ ０．２ ８０，１８４ △０．０ １３，７２０ １．１

２７年 １月 ８０，８５３△０．１ １７，２１５ ０．６ １８，５４８ △１．５ ５，９９５ △０．９ ６２，３０５ ０．３ １１，２２０ １．４
２月 ７３，２６６ １．４ １４，９８６ ２．０ １６，３４２ ４．２ ４，９２５ ２．９ ５６，９２４ ０．６ １０，０６１ １．６
３月 ８３，４３０△１１．９ １７，１５０△１２．３ １９，１９０ △１８．４ ６，０２５ △１８．２ ６４，２３９ △９．８ １１，１２６ △８．８
４月 ７８，５０２ ７．７ １６，０８０ ９．５ １５，６４５ １１．３ ５，２２３ １３．２ ６２，８５７ ６．８ １０，８５８ ７．９
５月 ８１，６６０ ５．６ １６，９２８ ６．３ １６，３５６ ５．１ ５，４１８ ５．８ ６５，３０４ ５．７ １１，５１０ ６．５
６月 ７８，５４４ ０．３ １６，４１２ ０．６ １６，００２ △２．７ ５，３９３ △０．２ ６２，５４２ １．０ １１，０１９ ０．９
７月 ７９，３１１ ３．３ １７，０５７ ３．２ １８，０７１ ２．４ ６，１９１ ３．１ ６１，２４０ ３．４ １０，８６７ ３．１
８月 ７９，１７６ ３．０ １６，０５６ ２．６ １５，７９７ ０．２ ４，８３２ ２．０ ６３，３７９ ３．８ １１，２２５ ３．２
９月 ７２，０６２ １．６ １５，１１４ ２．６ １５，６６７ △０．８ ４，９４１ １．１ ５６，３９５ ２．３ １０，１７３ ３．４
１０月 ７６，８６４ ３．０ １６，０７２ ４．０ １７，３６９ ０．１ ５，４９６ ３．８ ５９，４９５ ３．７ １０，５７６ ４．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年１月号

洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３４　ＩＣＳ／本文　※柱に注意！／０００～０００　主要経済指標　※項目増  2015.12.16 18.51.29  Page 37 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 － － － － － － － － － － － －
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，８６４ － ４９，１７１ － １２８，５２２ － ３２，５０８ －

２６年７～９月 ３１，８４１ － １０，６４２ － ５４，０８８ － １２，４８２ － ３１，８０７ － ８，０６２ －
１０～１２月 ３５，９５４ － １１，１８３ － ５３，０００ － １２，７４９ － ３６，５５２ － ８，８８６ －

２７年１～３月 ３４，９８３△２７．３ １０，７２２△２４．８ ５２，５５３ ２．１ １２，２６９ △１．６ ２４，８８６ △１１．４ ７，１４０ △１１．７
４～６月 ２９，２６３ ７．３ ９，７１１ ５．２ ５３，８２３ ５．１ １３，０９６ １２．２ ３６，７３５ ４．１ ８，７５０ ３．９
７～９月 ３４，０７２ ７．０ １１，０５０ ３．８ ５９，０７７ ９．２ １３，４１０ ７．４ ３２，７１４ ２．９ ８，２７２ ２．６

２６年 １０月 １０，０６７ － ２，９９０ － １７，２８１ － ４，０６４ － １１，０４７ － ２，６３７ －
１１月 １１，６０９ － ３，４８７ － １７，３７０ － ４，０４８ － １１，４２９ － ２，７７８ －
１２月 １４，２７８ － ４，７０６ － １８，３４９ － ４，６３７ － １４，０７６ － ３，４７１ －

２７年 １月 １１，８７６△１２．４ ３，６２２△１１．５ １８，９５６ ９．１ ４，０３３ ４．４ ８，３２２ △４．８ ２，３５０ △３．６
２月 ９，５４８△１６．５ ３，０２５△１５．２ １７，２６６ ４．３ ３，９２７ ６．３ ６，９６７ △４．４ ２，１８５ △２．６
３月 １３，５５９△４１．４ ４，０７６△３８．２ １６，３３１ △６．８ ４，３０９ △１２．４ ９，５９７ △２０．３ ２，６０５ △２３．４
４月 ９，７９９ １２．４ ３，１６６ １０．４ １７，１０４ △８．５ ４，１３４ １３．３ １１，６８２ ８．７ ２，８５５ ５．１
５月 ９，８２５ １２．２ ３，２９３ １１．３ １７，７８６ １７．０ ４，５２２ １４．９ １３，８０８ ６．２ ３，１９３ ７．８
６月 ９，６３９△１．５ ３，２５２△４．６ １８，９３３ ９．２ ４，４４０ ８．６ １１，２４５ △２．４ ２，７０２ △１．３
７月 １１，１９５ ９．３ ４，１３５ ４．８ １９，６２５ ７．９ ４，６０８ ７．５ １１，６３６ ５．４ ２，８３１ １．９
８月 １２，１９８ ８．１ ３，８０４ ６．７ ２０，３９０ １０．９ ４，５３９ ８．１ １１，２３５ ０．６ ２，８６２ ３．６
９月 １０，６７９ ３．６ ３，１１１△０．６ １９，０６２ ８．９ ４，２６３ ６．７ ９，８４３ ２．５ ２，５７９ ２．３
１０月 １０，４９８ ４．３ ３，０５０ ２．０ １９，１２４ １０．７ ４，４６４ ９．９ １１，３８６ ３．１ ２，７４９ ４．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ ２５５，７０６ △５．０ ２８４，０４４ △１．３ １０，７９１ △３．８ ３５１ △２１．０
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４３８ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３

２６年７～９月 １４２，２８１ ３．９ ２７，７０９ ５．２ ２４８，８４６ ２．６ ２７９，２１４ △１．６ ３，７９２ △０．８ ２４８ ２７．２
１０～１２月 １３４，３２０ ３．５ ２６，８１２ ５．６ ２５９，１７１ △８．１ ３００，４０４ △０．４ ２，９６６ ０．７ ２３５ ４３．９

２７年１～３月 １２３，８６０ ３．１ ２５，３４３ ５．０ ２５４，２０９ △３．５ ２９１，０１９ △４．０ ２，７２１ ２．７ ２８８ ４６．５
４～６月 １３３，３４４ ４．２ ２７，２１９ ６．４ ２５０，６２５ △９．１ ２８５，１８８ １．１ ２，９３４ ３．７ ２３５ ４７．９
７～９月 １４６，９１８ ３．３ ２９，１８２ ５．３ ２４８，９１１ ０．０ ２８１，９７９ １．０ ３，８９６ ２．８ ３２４ ３０．７

２６年 １０月 ４４，７３２ ３．８ ８，９３５ ６．０ ２６１，２４７ △３．４ ２８８，５７９ △０．７ １，１１１ △０．１ ７４ ３４．９
１１月 ４２，９７７ ２．７ ８，６２８ ５．２ ２２９，５７２ △８．１ ２８０，２７１ ０．３ ９２７ ２．２ ６３ ４９．８
１２月 ４６，６１１ ３．９ ９，２４９ ５．６ ２８６，６９４ △１２．０ ３３２，３６３ △０．６ ９２８ ０．２ ９９ ４７．５

２７年 １月 ４１，８９５ ４．３ ８，４３７ ６．２ ２４８，９４７ ０．１ ２８９，８４７ △２．４ ８４８ ０．４ ９５ ３３．５
２月 ３８，３８３ ２．７ ７，８５２ ５．１ ２３４，８６５ １．４ ２６５，６３２ △０．４ ８９５ ８．１ １１１ ４７．１
３月 ４３，５８２ ２．１ ９，０５４ ３．８ ２７８，８１６ △１０．２ ３１７，５７９ △８．１ ９７７ ０．２ ８２ ６４．２
４月 ４２，７５１ ８．０ ８，７９２ ８．４ ２５９，１９１ △１４．４ ３００，４８０ △０．５ ８２２ ４．６ ６９ ５７．４
５月 ４５，６４０ ３．８ ９，３４４ ６．４ ２５１，７０６ △４．０ ２８６，４３３ ５．５ １，０２９ ３．７ ８５ ４７．４
６月 ４４，９５３ １．２ ９，０８３ ４．６ ２４０，９７７ △８．０ ２６８，６５２ △１．５ １，０８３ ２．９ ８１ ４１．２
７月 ５０，４２２ ３．２ １０，０３２ ５．３ ２４３，２３０ △７．８ ２８０，４７１ ０．１ １，２２１ ３．５ １３０ ２６．２
８月 ５０，３７２ ３．２ ９，９６１ ５．５ ２３９，５４３ △６．６ ２９１，１５６ ３．２ １，４０４ ０．６ １１４ ３２．８
９月 ４６，１２４ ３．４ ９，１８９ ５．１ ２６３，９５９ １６．６ ２７４，３０９ △０．３ １，２７１ ４．５ ８１ ３５．４
１０月 ４６，４３１ ３．８ ９，４８４ ６．１ ２５６，３７２ △１．９ ２８２，４０１ △２．１ １，１５４ ３．９ p ９６ ３０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年１月号

洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３４　ＩＣＳ／本文　※柱に注意！／０００～０００　主要経済指標　※項目増  2015.12.15 11.15.55  Page 38 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ １，５３９ ０．９ ４０，５０２ ８．３ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，６７９ ７．０ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．６ ９７，８０５ ０．８

２６年７～９月 ８，８３１ △１５．８ ２，２２５ △１３．６ ４９４ △８．９ １１，３５６ △７．８ ２４，７５１ ２．４
１０～１２月 ９，６１８ △０．７ ２，３４０ △１３．８ ３０７ △１７．４ １１，４４３ △３．０ ２２，４１９ △２．６

２７年１～３月 ４，８６１ △３．０ ２，０５２ △５．４ ３３９ △１１．７ １０，５１０ △６．１ ２７，８８５ ３．３
４～６月 ９，４４８ ６．０ ２，３５５ ７．６ ５０３ △２０．１ １２，０２９ ２．８ ２５，５８０ １２．４
７～９月 １０，２４０ １６．０ ２，３６４ ６．２ ６２２ ２６．１ １１，５２７ １．５ ２４，５２７ △０．９

２６年 １０月 ３，４１９ △５．３ ７９２ △１２．３ １１６ △１１．３ ４，６６８ １５．３ ６，９８１ △４．９
１１月 ３，４６５ ３７．５ ７８４ △１４．３ ９２ △３２．２ ３，５２４ △７．６ ６，６０３ △１４．６
１２月 ２，７３４ △２３．１ ７６４ △１４．７ ９９ △６．１ ３，２５１ △１７．５ ８，８３４ １１．４

２７年 １月 １，０１３ △２０．０ ６７７ △１３．０ ６２ ６０．８ ３，４７４ △１０．２ ６，７２９ １．９
２月 １，５６４ １８．３ ６７６ △３．１ ２１７ ３４．４ ４，０６２ １３．５ ７，４１６ ５．９
３月 ２，２８４ △５．７ ６９９ ０．７ ６０ △６７．５ ２，９７５ △２０．７ １３，７４０ ２．６
４月 ３，４０２ ５．１ ７５６ ０．４ １８６ △１８．５ ４，２６９ ７．２ ８，４１３ ３．０
５月 ２，７７３ ８．４ ７１７ ５．８ １６５ △９．１ ３，９００ １０．１ ７，６５０ １９．３
６月 ３，２７３ ４．９ ８８１ １６．３ １５３ △３０．８ ３，８６１ △７．６ ９，５１８ １６．６
７月 ３，４０１ １５．２ ７８３ ７．４ １８１ ４．３ ４，２１０ １０．８ ７，４１９ ２．８
８月 ３，４５０ ２２．３ ８０３ ８．８ ２２４ ４０．４ ３，６７５ △５．６ ６，５８２ △３．５
９月 ３，３８９ １０．９ ７７９ ２．６ ２１７ ３５．５ ３，６４１ △０．７ １０，５２６ △１．７
１０月 ３，３１３ △３．１ ７７２ △２．５ １６９ ４６．０ ３，７２６ △２０．２ ７，６９７ １０．３

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９

２６年７～９月 ４６，５７２ △６．２ １３，７５９ ４．５ １５，９４７ △１１．９ １６，８６６ △８．２ １，１０４，５２４ △４．７
１０～１２月 ３８，２８９ △７．６ １０，４２５ △１１．９ １２，３２２ △１０．０ １５，５４２ △２．３ １，０２８，５１９ △５．８

２７年１～３月 ５０，６８７ △１７．５ １５，３７２ △１５．８ １５，９８７ △２１．１ １９，３２８ △１５．７ １，３４４，０２９ △１５．５
４～６月 ４２，２８６ △３．６ １２，５３０ １０．１ １６，６６０ ３．５ １３，０９６ △２０．０ ９０７，７２３ △７．０
７～９月 ４３，３１５ △７．０ １３，７０８ △０．４ １６，４０９ ２．９ １３，１９８ △２１．７ １，０２７，０３６ △７．０

２６年 １０月 １３，０６２ △７．１ ３，６６４ △５．２ ４，４９９ △１３．５ ４，８９９ △１．９ ３２８，３２９ △７．４
１１月 １２，８２２ △１３．７ ３，５６２ △１６．３ ４，１４８ △１４．２ ５，１１２ △１１．４ ３３９，８４３ △１０．２
１２月 １２，４０５ △０．９ ３，１９９ △１３．８ ３，６７５ ０．４ ５，５３１ ７．５ ３６０，３４７ ０．３

２７年 １月 １１，２６９ △２６．９ ３，０１６ △３４．７ ３，８９７ △１９．４ ４，３５６ △２６．９ ３４４，０４０ △２０．７
２月 １３，７０１ △２３．６ ４，０２４ △２２．２ ４，２７０ △２５．２ ５，４０７ △２３．２ ４１３，１９２ △１５．８
３月 ２５，７１７ △８．６ ８，３３２ △１．７ ７，８２０ △１９．５ ９，５６５ △３．７ ５８６，７９７ △１１．９
４月 １３，０９２ △２．１ ４，０４３ ２０．５ ５，２１６ ３．２ ３，８３３ △２２．８ ２６３，３７４ △１０．１
５月 １２，３９６ △８．１ ３，６００ ２．４ ４，６９０ ４．６ ４，１０６ △２５．２ ２７９，４１９ △８．２
６月 １６，７９８ △１．２ ４，８８７ ８．２ ６，７５４ ２．８ ５，１５７ △１２．９ ３６４，９３０ △３．８
７月 １６，７１２ △７．２ ５，２７２ ５．１ ７，１８５ １．６ ４，２５５ △２８．１ ３５５，８９２ △９．１
８月 １１，１４８ △５．０ ３，５０６ １．６ ４，１２２ ２．５ ３，５２０ △１７．５ ２７１，３８６ △３．５
９月 １５，４５５ △８．２ ４，９３０ △６．９ ５，１０２ ５．２ ５，４２３ △１８．９ ３９９，７５８ △７．４
１０月 １２，２８５ △５．９ ３，６５２ △０．３ ４，４３４ △１．４ ４，１９９ △１４．３ ３１５，１９０ △４．０

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年１月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２３年度 ７４９，５８９ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ０．４６ ０．６２ ２２，７５１ １０．７ ６０２，７３６ １３．１ ５．２ ４．５
２４年度 ７７６，４３６ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５

２６年７～９月 ２６５，９６９ △２４．４ ４１，５３２ △３．９ ０．８５ ０．９７ ３０，０７６ ３．６ ７３７，５９３ ３．９ ３．４ ３．６
１０～１２月 １０１，０４４ △１８．７ ３０，５４２ △６．０ ０．９１ １．０５ ２７，３１６ ３．６ ６９７，４８２ １．５ ４．４ ３．３

２７年１～３月 ８６，３５０ △２９．０ ２６，５８４ △９．３ ０．９１ １．１０ ３２，２７０ ５．５ ７９６，１９７ ３．６ ３．８ ３．５
４～６月 ３６２，４４０ △１４．１ ４５，２２０ △２．９ ０．８８ ０．９８ ３１，５９２ ５．３ ７３６，９８０ １．８ ３．４ ３．５
７～９月 ２１５，６６１ △１８．９ ３８，２２５ △８．０ ０．９８ １．０８ ３１，５７８ ５．０ ７６０，５２３ ３．１ ３．３ ３．４

２６年 １０月 ５２，６３８ △２１．０ １３，１６１ △７．４ ０．９０ １．０２ ３２，２０３ １．６ ８００，５７４ １．８ ↑ ３．５
１１月 ２５，０６２ △２９．６ ８，４３７ △１０．４ ０．９１ １．０４ ２５，８８８ １．１ ６５７，６５６ △３．３ ４．４ ３．３
１２月 ２３，３４３ ５．８ ８，９４４ １．０ ０．９２ １．０９ ２３，８５７ ９．５ ６３４，２１６ ６．７ ↓ ３．２

２７年 １月 １２，０９１ １８．２ ６，７０８ △１３．７ ０．９０ １．１０ ３１，９６４ ５．７ ８３５，０７８ ３．４ ↑ ３．５
２月 １４，２４８ ８．３ ７，１２２ ２．３ ０．９１ １．１１ ３１，２７７ ４．６ ７７６，２３６ １．９ ３．８ ３．５
３月 ６０，０１１ △３８．９ １２，７５５ △１２．４ ０．９０ １．０８ ３３，５６９ ６．２ ７７７，２７６ ５．５ ↓ ３．５
４月 １４９，１７２ △７．７ １８，３６１ ４．４ ０．８５ ０．９８ ３３，７６２ ５．２ ７７３，１８８ １．３ ↑ ３．６
５月 １０４，９８１ △１６．１ １１，２９４ △１４．０ ０．８８ ０．９６ ２９，６９０ ２．７ ６８１，４０４ △３．３ ３．４ ３．４
６月 １０８，２８６ △１９．９ １５，５６４ △１．８ ０．９１ ０．９９ ３１，３２５ ８．１ ７５６，３４７ ７．５ ↓ ３．４
７月 ９５，４８６ △２２．６ １４，６３２ △１０．１ ０．９６ １．０４ ３３，８７７ ８．３ ７９８，２２９ ４．３ ↑ ３．４
８月 ６１，３２４ △１８．１ １１，１３２ △１．３ ０．９８ １．０８ ３０，２１７ ７．１ ７１９，６３９ ４．０ ３．３ ３．４
９月 ５８，８５０ △１３．１ １２，４６１ △１０．９ １．０１ １．１２ ３０，６４１ △０．３ ７６３，７０１ １．１ ↓ ３．４
１０月 ４６，５１９ △１１．６ １２，５３０ △４．８ １．０２ １．１３ ３３，７４３ ４．８ ８４３，３５５ ５．３ － ３．１

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２２年＝１００ 前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２３年度 １００．３ ０．４ ９９．８ ０．０ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 １０１．５ １．２ １００．４ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １０４．５ ３．０ １０３．２ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７

２６年７～９月 １０４．９ ３．５ １０３．５ ３．２ ７３ △３．９ ２，４３６ △８．６ １０３．９２ １６，１７４
１０～１２月 １０４．９ ２．８ １０３．４ ２．７ ５９ △１４．５ ２，２２２ △１３．６ １１４．５６ １７，４５１

２７年１～３月 １０３．５ １．７ １０２．７ ２．１ ８２ △１０．９ ２，２７２ △７．６ １１９．０７ １９，２０７
４～６月 １０４．２ △０．５ １０３．４ ０．１ ６１ △２０．８ ２，２９６ △１２．１ １２１．３５ ２０，２３６
７～９月 １０４．４ △０．５ １０３．４ △０．１ ７７ ５．５ ２，０９２ △１４．１ １２２．２３ １７，３８８

２６年 １０月 １０５．０ ３．０ １０３．６ ２．９ ２２ △１５．４ ８００ △１６．５ １０８．０６ １６，４１４
１１月 １０４．８ ２．８ １０３．４ ２．７ １４ △４４．０ ７３６ △１４．６ １１６．２２ １７，４６０
１２月 １０４．８ ２．７ １０３．２ ２．５ ２３ ２７．８ ６８６ △８．５ １１９．４０ １７，４５１

２７年 １月 １０３．７ １．９ １０２．６ ２．２ ２３ △２８．１ ７２１ △１６．５ １１８．２４ １７，６７４
２月 １０３．１ １．５ １０２．５ ２．０ ２０ ０．０ ６９２ △１１．５ １１８．５７ １８，７９８
３月 １０３．７ １．６ １０３．０ ２．２ ３９ △２．５ ８５９ ５．５ １２０．３９ １９，２０７
４月 １０４．０ △０．３ １０３．３ ０．３ ２４ △２５．０ ７４８ △１８．１ １１９．５５ １９，５２０
５月 １０４．２ △０．６ １０３．４ ０．１ １６ △１５．８ ７２４ △１３．１ １２０．７４ ２０，５６３
６月 １０４．３ △０．６ １０３．４ ０．１ ２１ △１９．２ ８２４ △４．７ １２３．７５ ２０，２３６
７月 １０４．４ △０．４ １０３．４ ０．０ ２９ ２０．８ ７８７ △１０．７ １２３．２３ ２０，５８５
８月 １０４．４ △０．４ １０３．４ △０．１ ２６ △７．１ ６３２ △１３．０ １２３．２３ １８，８９０
９月 １０４．３ △０．６ １０３．４ △０．１ ２２ ４．８ ６７３ △１８．６ １２０．２２ １７，３８８
１０月 １０４．４ △０．６ １０３．５ △０．１ ２２ ０．０ ７４２ △７．２ １２０．０６ １９，０８３

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ４０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１６年１月号

洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３４　ＩＣＳ／本文　※柱に注意！／０００～０００　主要経済指標　※項目増  2015.12.16 18.51.29  Page 40 



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４
２５年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２６年度 ４６８，４８０ △０．７ ７４６，７０３ ５．４ １，３４９，１８０ △２９．５ ８３８，１４６ △０．９

２６年７～９月 １１５，６８４ ２．５ １８２，７８８ ３．２ ３２３，３６２ △２７．１ ２１１，６０６ ２．４
１０～１２月 １２７，５６４ ４．８ １９７，６６６ ９．１ ３７４，５２３ △２６．４ ２２０，７２８ １．２

２７年１～３月 １１６，１４６ △８．１ １９０，１１７ ９．０ ３４８，９７３ △３３．９ ２０３，９１３ △９．３
４～６月 １１４，６７５ ５．１ １８７，９６２ ６．７ ２９７，１２９ △１．７ １９１，５０５ △５．１
７～９月 r １３５，７８７ １７．４ １８９，６２４ ３．７ r ２９９，５２５ △７．４ r １９９，２４４ △５．８

２６年 １０月 ４２，５４９ ５．６ ６６，８７３ ９．６ １１４，１５０ △３３．２ ７４，２９１ ３．１
１１月 ４０，３３０ ９．４ ６１，８７５ ４．９ １２５，４６３ △２３．４ ７０，８６３ △１．６
１２月 ４４，６８５ ０．２ ６８，９１８ １２．８ １３４，９０９ △２２．６ ７５，５７４ １．９

２７年 １月 ４３，７１５ ３１．８ ６１，４３４ １７．０ １２７，８５０ △３７．６ ７３，１７２ △９．１
２月 ３２，１２５ △２２．２ ５９，４１４ ２．５ １０５，６４０ △３１．８ ６３，６９９ △３．６
３月 ４０，３０６ △２２．４ ６９，２６８ ８．５ １１５，４８２ △３１．２ ６７，０４２ △１４．４
４月 ４２，９２１ △４．１ ６５，５０２ ８．０ １０２，２９９ △１２．２ ６６，０９５ △４．１
５月 ３４，１２２ ８．７ ５７，４０３ ２．４ １０１，４４７ １０．７ ５９，６０９ △８．６
６月 ３７，６３１ １４．２ ６５，０５７ ９．５ ９３，３８４ △０．８ ６５，８０１ △２．９
７月 ５３，５７５ ４２．５ ６６，６３７ ７．６ １０７，７４１ ３．９ ６９，３４１ △３．１
８月 ４２，３５９ ２１．１ ５８，８１８ ３．１ r １００，２２５ △５．１ ６４，５３３ △３．１
９月 r ３９，８５２ △７．６ ６４，１７０ ０．５ r ９１，５５９ △１９．７ r ６５，３７０ △１１．０
１０月 p ４７，００５ １０．５ ６５，４２５ △２．２ p ９１，１７５ △２０．１ p ６４，３４２ △１３．４

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２３７ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０６ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，２９１ ２．２
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６８ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６２２ ２．５
２６年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３

２６年７～９月 １４４，１０３ １．０ ６，５１０，０３５ ２．６ ９３，１０１ △０．１ ４，４０７，５９９ ２．７
１０～１２月 １４７，７６０ ２．４ ６，５８３，２６４ ３．１ ９４，９４８ １．９ ４，４７０，４０８ ３．２

２７年１～３月 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
４～６月 １４９，８７６ ２．７ ６，７６０，８９３ ３．９ ９４，０１９ １．６ ４，５０１，４５２ ３．４
７～９月 １４７，６７７ ２．５ ６，７４１，０５６ ３．５ ９４，６８８ １．７ ４，５５８，７４２ ３．４

２６年 １０月 １４３，５８１ １．２ ６，４４５，９８５ ２．６ ９３，４４５ ０．９ ４，３７８，９５６ ２．９
１１月 １４６，０２３ ２．０ ６，５４４，３２２ ３．５ ９３，９２０ １．８ ４，４１５，８８５ ３．１
１２月 １４７，７６０ ２．４ ６，５８３，２６４ ３．１ ９４，９４８ １．９ ４，４７０，４０８ ３．２

２７年 １月 １４５，６７２ ２．６ ６，５５３，７６３ ３．１ ９４，４２８ ２．０ ４，４４４，９５６ ３．１
２月 １４６，５４３ ３．０ ６，５８９，８７３ ３．６ ９４，５５８ ２．１ ４，４６０，２６７ ３．４
３月 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
４月 １４７，５３４ ２．０ ６，７１６，２１４ ３．５ ９３，７７６ ０．７ ４，４７２，０７４ ３．３
５月 １４８，６５９ ２．５ ６，７５９，４０６ ４．４ ９３，８６５ ０．９ ４，４８２，１０６ ３．４
６月 １４９，８７６ ２．７ ６，７６０，８９３ ３．９ ９４，０１９ １．６ ４，５０１，４５２ ３．４
７月 １４７，６５０ ２．２ ６，７１０，４２９ ４．５ ９４，４２７ １．９ ４，５０８，４５２ ３．８
８月 １４８，２４９ １．９ ６，７０６，８７５ ４．１ ９４，５２４ １．６ ４，５１３，２６２ ３．７
９月 １４７，６７７ ２．５ ６，７４１，０５６ ３．５ ９４，６８８ １．７ ４，５５８，７４２ ３．４
１０月 １４７，６５８ ２．８ ６，７０３，３９１ ４．０ ９５，００６ １．７ ４，５３７，６０６ ３．６

資料 日本銀行

主要経済指標（５）

― ４１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１６年１月号
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調査レポート 20062016

1
234

●道内経済の動き 
●平成28年度北海道経済の見通し 
●北海道大学まるごと活用術－ようこそ知のワンダーランドへ！！－ 
●『地方創生フォーラム～地方創生における地域産業の役割～』を開催しました 
●第6回ものづくり日本大賞受賞者のご紹介　Part2 
●中国の景気動向～2つの中国 

調査レポート 2016.1月号（No.234） 
平成27年 （2015年） 12月発行 
発　　　行　　株式会社　北洋銀行 
企画・制作　　株式会社　北海道二十一世紀総合研究所　調査部 
　　　　　　　電話 （011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終 
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞ この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」 

古紙配合率100％紙を使用しています。 

ｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３４　ＩＣＳ／表紙／北洋銀行　ＤＩＣ２２１  2015.12.18 16.47.44  Page 1 
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